
地域間交易量の計量分析1）  

一四国とその周辺地域との連関構造－ 

井 原 健 雄  

Ⅰ．．はじめにⅠⅠ．理論モデルⅠⅠⅠ。実証分析ⅠⅤ．．むすび  

Ⅴ．（補論1）輸送盈分布係数・モデルの評価基準とそのプログラム  

ⅤⅠ．（補論2）因子分析モデルの主因子解法とそのプログラム  

Ⅰ  

－・般に地域の経済政策を論ずるにあたってほ，当該地域とその周辺地域との  

経済的な相互依存の関係を十分に把握しておく必要がある。かかる経済組織の  

連関構造を無視した政策提言ほ，畢寛，失敗に終わらざるを得ない。戦後のわ  

が国に．おける地域経済政策の底流であった工業立地の地方分散政策2〉が結局失  

敗に．終わったのも，基本的には，労働力を含めた経済資源の地域間移動に対す  

る過小評価に起因するものと思われる3）。  

1）本稿は，昭和52年度文部省特定研究，「地域経済と地場産業」に．もとづく研究成果   

の1部である。なお，実証分析については，筆者のゼミナリステン，とくに越智孝，   

蔦泰彰，徳永渡の助力を得た。記して，謝意を表明したい。  

2）事実，昭和37年策定の全国総合開発計画が打ち出した「拠点開発方式」の構想は，   

地域経済の当面の課題を「過密」問題と「格差」問題の2つに集約してとらえ，エ業   

立地の地方分散化によって，過密是正と格差是正との一石二鳥の効果を期待したもの   

であった。また，昭和44年に．策定された新全国総合開発計画（新全総）では，旧全総   

を反省して，開発方式に大規模プロジェクト方式を採用したが，これもスタ－・トして   

8年で第三次全国総合開発計画（三全絵）として改定されざるを得なくなった。「開   

発優先から生活環境重視へ」というのが三全絵のキャγチフレーズであり「流域別の   

定住圏構想」を打ち出してはいるものの，その基本的な考え方が地方分散政策にある   

ことはいうまでもない。．  

3）坂下昇，「工業立地政策：歴史，現状，評価＿！，小官隆太郎・佐伯尚美・岡野行秀   

編，『日本の土地問題』，東京大学出版会，1972年，pp．57－86，参照。   
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われわれほ本稿において，地域間の相互連関をとらえ．る推定モデルの検討を  

試みることにする。そのとき，いかなる地域を選定するかということが，とり  

わけ重要な問題として浮かびあがってくる。なぜなら，対象地域を広げれば広  

げるほど，その地域の経済的な自律度ほ－・層増大するものと考えられ，また，  

他地域との経済的な連関度は逆に∵層減少するものと考えられるからである。  

その意味で地域間の連関構造ほ，対象地域との相対的関連のなかで把捉する必  

要がある。   

いうまでもなく地域区分の方法ほ，その分析目的に応じて異なるものとなる  

であろう。しかし，それを一・般的に述べれば，つぎの3っに分輝して考え．るこ  

とができる4）。まず，第1の地域区分ほ，資本や労働さらに生産物市場の自律  

性に．着目した，いわばそれぞれが経済圏として地域を構成するものであり，こ  

れをわれわれほ≪理論的な地域区分≫とよぶことにする。つぎに，第2の地域  

区分ほ，各種の経済統計が整備されている現行の行政区分であり，これをわれ  

われほ《統計的な地域区分≫とよぶことに．する。さらにまた，新しい政策課題  

に対応して，叙上の理論的な地域区分や統計的な地域区分に．とらわれない，ま  

ったく新しい対象地域が要語されることもあり，その意味でこれをわれわれほ  

≪政策的な地域区分≫とよぶことにする。   

本稿に．おいてわれわれの採用した地域区分ほ，全国を9地域に分割した地域  

間産業連関表の地域区分をその基礎として，四国をその分析対象の中心地域に  

すえ，それと関連の強いと思われる3地域（すなわち，近畿，中国，九州）  

と，あまり関連の強ぐないと思われる5地域（すなわち，北海道，東北，関  

東，東海，北陸）を1つに統合したその他地域，からなる合計5地域である。  

したがって，この地域区分を上記3っの分類基準に照らして位置づけるならば，  

主として第2の統計的な地域区分と第3の政策的な地域区分に適うべく決定さ  

れたものだと判断される。なぜなら，われわれの主たる分析目的は，今後予想  

される四国経済の変貌5〉を予見するための素材として四国とその周辺地域との  

連関構造を計量的に分析することにあり，信頼できる統計数値の利用可能性  

4）福地崇生編，『地域経済学』，有斐関双書，1974年，pp．2・－10，参照。  
5）たとえば，本四架橋に対する期待は，四国にとって殊のほか大きいものであり，そ 
の実現によって四国経済の産業構造がどのように変貌するか，注目される。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



地域間交易盈の計盈分析  －－2βヱ・－  

（Availability）ほ，その必要条件となるからである。したがって，われわれ  

の分析目的に．適うべく決定された5地域が，すべて1払然的に第1の自律的な経  

済圏を構成する地域であるとは，決していい難い6）。つぎの表1は，われわれ  

表1 地域別の面積・人口・生産額・移出額でみる経済特性  

地 域  面 積（km2）  人 口（千人）  生産績（億円）  移出額（億円）  移出率（％）   

北海道  78，486（212）  5，338（48）  65，345（40）   12，080   185   

東 北  66，836（181）  9，233（83）  88，629（54）   19，581   221   

関 東  70，530（190）  41，335（369）  647，296（392）   98，296   152   

東 海  21，302（58）  9，417（84）  174，215（105）   52，297   300   

北 鱒  8，452（写3）  2，141（19）  31，052（19）   10，736   346   

近 畿  31，475（85）  19，605（175）  344，488（208）   78，604   228   

中 国  31，693（86）  7，365（66）  123，033（74）   36，664   298   

四 国  18，770（51）  4，039（36）  49，580（30）   13，905   280   

九 州  42，041（114）  13，460（120）  129，427（78）   22，923   177   

合 計  369，585（100）  111，933（100）  1，，653，065（100）  345，089   209＊  

（備考）1括弧内の数値は，合計に対する相対比率（％）である。  

2 人口は，1975年10月1日現在の数値である。  

3，“＊〝印を付した数値は，GN．P．に対する地域別捻移出額の比率（％）である。   

が採用した地域区分の基礎となる当該9地域の面積・人口・生産額・移出繍で  

みる経済特性を示している。これによってわれわれは，当該地域の全国に占め  

る相対的比重を概括的にとらえることができるであろう。   

本稿では，理論的な地域区分の分析ほ，ひとまずおいて，叙上の5地域に関  

する地域間交易最の計量分析を試みることにする。その検討手順ほ，つぎのと  

おりである。まず最初に，ⅠⅠ章でほ，地域連関をとらえる「理論モデル」とし  

て，個別的な≪輸送量分布係数モデル≫と総体的な≪因子分析モデル≫の構造  

6）いかなる地域区分が自律的な経済圏を構成することになるかということ自体，きわ   
めて興味深い研究課題である。われわれは，この点についての立ち入った研究を別の   
機会に譲りたい。   
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が明らかに．され，その各々について，方法論的な検討が加えられる。つぎの  

ⅠⅠⅠ草は，「実証分析．」として，上記2つの理論モデルにもとづく計算結果とそ  

の評価にあてがわれる。そしてⅠⅤ尊では，「心すび」として，以上の分析結  

果に．もとづく全体の総括と今後の展望が述べられる。なおⅤ草でほ，（補論1）  

として－，輸送量分布係数モデルの評価基準として用いられる諸概念の説明とそ  

のプログラムが与えられ，ⅤⅠ章でほ，（補論2）として，因子分析モデルの  

解法手順とそのプログラムが与えられる。  

ⅠⅠ  

空間的相互作用のモデル（SpatialInteraction Model）とほ，ある空間シ  

ステム内における諸活動の様相を記述する方式に対して与えられる総称であ  

るL7）。いま，この空間的相互作用の1つとして，各部門別の地域間交易盈に注  

目し，これをとらえるための推定モデルをとりあげることにしよう。その場  

合，地域間の連関構造の把握の仕方として，概念上，つぎの2つの方法を区別  

して考えることができる。その1つは，地域連関の構造を，各部門ごとにそれ  

ぞれ切り離して，いわば個別的にとらえる方法であり，その代表として，われ  

われほ，≪輸送量分布係数モデル≫をとりあげることにすが〉。他の1つほ，  

各部門ごとに異なっていると思われる地域連関の構造のなかにも，ある共通の  

潜在的な因子が存在するものと仮定して，その共通因子を，総体的にとらえよ  

うとする方法であり，その具体的内容として，われわれほ，≪因子分析モデル≫  

をとりあげることにする。以下において，その理論モデルの内容を，順次明ら  

かにすることにしよう。  

7）この点の詳細については，郡嵐孝・井原健雄，「地域間交易畳の推定モデルについ   

て」，名神地区の工業配置と道路交通研究プロジェクト，『名神地域における工業配置   

および道路交通の構造分析一中間報告－』，日交研シリ－ズA・－37，日本交通政策   

研究会，1977年，pp．59－109，を参照されたい。  
8）いうまでもなく，地域連関の構造を各部門ごとに個別的にとらえる方法は，輸送盈   

分布係数モデルにのみ限られるものではない。たとえば，もっと一般的なダラビテイ  

・・モデルも，この範時に．含まれる。しかし，ここでは，政策的に有意な経済距離の概   

念を導出するためのいわば前段階として，もっとも簡明直裁な輸送量分布係数モデル   

を，その代表としてとりあげたわけである。   
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§1．輸送量分布係数モデル9）   

地域間交易盈とは，ある測定期間内に，ある地域から他の地域へ輸送された  

物資の畳を意味すrるが，これほ，当該輸送物資の発送地域（Origin Zone）  

別，および到着地域（Destination Zone）別に分類されたOD表（Origin－  

I）estination Table）によって－・括表示される。そして，この実測されたOD  

表よりもとめられる「輸送量分布係数」の不変性を仮定して，将来の地域間交  

易畳を推定するモデルが，輸送量分布係数モデルとよばれるものである。   

まず最初に，輸送量分布係数ほ，つぎのように定義される。  

∫‘ノ  
（1）   βり  

ただし，  

〟り：輸送量分布係数，   

g£≠：宜地域からブ地域への物資輸送量，   

ズ官．：宜地域からの総発送畳，  

g．．ノ‥j■地域への総到着畳，  

ズ，…：全地域の騰交易畳。   

いま簡単化のために，   

反り＝（≒肇）  （2）  

とお桝ま＼（1）式右辺の分母，すなわちズりを，比例配分された分布輸送量と  

よぶことができる。なぜなら，（2）式によってもとめられるズ電タ¢よ，る→j■両  

地域間の交易急が，宜地域の総発送畳（ズf．）およびJ■地域の総到着畳（∬．メ）の  

大きさに比例して生起するとみ．なしたときに得られる値となるからである10）。  

したがって，さきの輸送量分布係数（〝り）は，宜地域からJ■地域への物資輪島  

（ズ£′）の，比例配分された分布輸送量（弟ノ）に対する相対的な大きさを表わす  

ものと解釈される。   

つぎに，輸送量分布係数モデルとほ，この係数（〃り）の時間的な不変性を仮  

9）本節の叙述は，郡烏孝・井原健雄，前掲論文，1977年，pp．60・－61、に拠っている。  

10）したがって，（2）式による地域間交易畳の推定モデルは，周辺分布（すなわち∴凱．   

とズ．ノ）が互■．いに．独立であるという仮定を前提としていることに留恵すべきである。   
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足して，さらに別途推定された将来期間の周辺予測値（釆．，∬．．ゎおよび度．．）  

を合わせ用いて，宜→J■地域間の将来交易畳（ズ£ブ）を推定するモデルにほかな  

らない。すなわち，これを，づぎのように書くことができる。   

一（＝．′・1（了†；・  （3）   

ただし，   

ズり：乞地域からJ’地域への物資輸送量の将来推定値，   

度乞‖：せ地域からの総発送畳の予測値，   

方りタ‥J地域への総到着量の予測値，   

度‥：全地域の絶交易畳の予測値。   

このように．して導出された輸送量分布係数モデルのメリットほ，（3）式から  

も明らかなように，なによりも簡明直裁な点にもと．められる。もとより，現実  

の地域間交易畳（ズり）が，（3）式によって与えられる推定値（Ⅹ名プ）に・一哉する  

とほ必ずしもかぎらない。たとえば，もしも宜→j両地域間においてある特  

定の抵抗要田が著しく作用するような場合11〉を想定すれば，宜地域からの総発  

送畳（g電）とJ■地域への総到着畳（ズ“メ）がともに大きな値であったとしても，  

る→J地域間の交易畳（ズ£ブ）ほ，さほど大きな値とほならないであろう12〉。し  

かしながら，実測OD表にみられる現実の地域間交易畳（ズ£タ）と比例配分さ  

れた分布輸送量（ズり）との関係－これが，（1）式によって，輸送量分布係数  

（〝£タ）として計測される－が，将来においても成立するものとみなして，（3）  

式よりもとめられるズ官グを地域間交易畳の推定値とする考え方ほ，他の有意な  

説明要因をモデルのなかへ明示的に導入する以前に検討すべき，1つの理論的  

な指標を与えるものと理解されよう18）。   

このモデルを実際に適用しようとすれば，（1）式で定義される輸送量分布係  

数（〝‘メ）の安定性を，是非とも吟味しておく必要がある。なぜなら，いま実測  

11）その1例として，L乙→J両地域が地理的に著しく隔たっている結果，輸送コストお   

よび輸送時間が他に比して大きくかかるような場合を想定せよ。  

12）なぜなら，j地域を除く他の地域に，より多く発送され，またせ地域を除く他の   

地域から，より多く到着されることになるからである。  

13）なお，拡張された輸送量分布係数モデルについては，鈴木啓祐，『物資輸送盈の計   

測と予測』，交通日本社，1969年，pp．121一－131，参照。   
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されたOD蓑の輸送量分布係数を裾（乙0〉とし，将来のOD表におけるそれを  

裾（∫）とするとき，輸送量分布係数・モデルによる地域間交易の推定法ほ，輸送  

量分布係数でとらえた地域間交易の構造が，時間的に．安定しており，しかも実  

測されたもとの係数に等しい，すなわち，  

裾（‘〉＝裾り0〉  （4）  

の関係が成立するときに，ほじめて許容されるものだからである。－・般に，予  

測期間が長くなれば，輸送量分布係数の時間的変化も大きくなるものと考えら  

れる1ヰ）。したがって，この係数の時間的不変性を仮定して推定される，輸送量  

分布係数・モデルの予測値は，精度の低下を惹起する。そこで，予測精度を高め  

ようとすれば，輸送量分布係数（裾（りに対して，何らかの修正を施す必繋が  

生ずることになる。たとえば，ある先見的な情報にもとづいて〝£ブ（↓）の億を修正  

するとか，あるいほまた，β慮メ（£）が時刻≠の関数として表わされると仮定して，  

裾（り＝ノく舌）  （5）  

とおき，これよりもとめられる輸送量分布係数の値を将来予測に用いる15〉と  

いった方法などが考えられる。   

つぎに，この輸送量分布係数モデルによる推定結果の精度を判定する基準に  

ついて，言及しておこう。すでにわれわれほ，推定結果の良否を判定する評価  

基準として，栗原値と推定値との相関係数（CorrelationCoefficient），あ  

るいほそれを2乗して得られる決定係数（DeterminantCoefficient）を用  

いたことがある16）。しかし，この係数ほ，推定結果の良否を判定するうえで，  

けっしで十全な尺度であるとはいい難い。たとえば，H．．Theilの不一L致係数  

（InequalityCoefficient）は，この点を補なう指標として考案されたもので  

ある17）。また，地域間交易畳の将来予測に情報理論を適用することにより，情  

14）〝りり〉＝α〃り（川）＋βとおき，α毒1に・よって，輸送量分布係数（揮ブ）の安定性がテス   

トされうる。  
15）鈴木啓祐，前掲番，1969年，p．．229，参照。  
16）井原健雄，「地域間財貨フロ・－・のモデルについて」，都市経済構造研究プロジェク   
ト，『都市経済構造の理論的実証的研究』，日交研・ンリ叫ズA・－25，日本交通政策研   

究会，1975年，pp．23・－46，参照。  
17）H．Theil，“EconomicForecastsand Policy，〃North－Holland Publishing   
Co．リ1961，アンリ・タイル著，岡本哲治訳，『経済の予測と政策』，創文社，1964年，   

pp．40－・52，参照。   
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報不確実度（InformationInaceuTaey）の概念を定義し，この概念を用いて  

推定結果の精度を計量的に評価することも可儲である18）。すなわち，宍贋値  

（あプ）に関する推定値（ざ名メ）の情報不確実度の値が小さいぼど，推定値と実績  

値と帝離が小さいことを意味するから，当該モデルによる推定結果の精度は，  

逆に高いと判定されるわけである19〉。さらに．また，2充分類における適合度検  

定の考え方をOD表に援用することにより，地域間交易畳の実務値（これを観  

測度数と考え．る）と推定値（これを期待度数と考える）とがどの程度－・致して  

いるかを測る測度として，カイ2乗統計量（Chi－Square Statistic）を用いて  

判定することもできる20）。   

これらの諸概念は，代替的なものであるというよりほ，むしろ相互に補完的  

なものであると考えられる。その意味でわれわれは，これらすべての諸概念を  

評価基準として用いることに．より，当該モデルによる推定結果の吟味を試みる  

ことにする。なお，その具体的内容について－ほ，補論1として，彼のⅤ輩で与  

えられる。   

§2．因子分析・モデル   

地域経済の分析を行なう場合に，多くの変数を少数個の尺度で評価したり，  

あるいほまた，多くの変畳をある共通の因子で説明したりすることが必要にな  

ることがある。このような状況を想定したとき，統計的手法として．■の因子分析  

法（Method of FactorAnalysis）は，きわめて有効なものと考えられる21〉。  

因子分析法とほ，「回帰分析のように．計測にさきだって独立変数と従属変数を  

あらかじめ指定する必要ほなく，分析対象となる全変数が共通因子とよばれる  

小数個の共通の変盈と独自因子とよはれる各変数に固有の変畳で説明できると  

18）H．Theil，‘－Economics andInformation Theory，〃 North－Holland Pubii－   

Shing・Coり，1967，ppl川87・－46，参照。  

19）郡罵孝・井原健雄，前掲論文，1977年，pp．、80・－・88，参照。  

20）たとえば，P．G．Hoel，“Elementary Statistics，〃，John Wiley ＆ Sons，   

1960，P．G．■れ－・エル著，浅井晃・村上正康共訳，『初等統計学』，培風館，1963年，   

ppり16ト・168，参照。  

21）因子分析法の地域問題への応用については，たとえば，河崎俊ニ，「因子分析」，   

江沢譲爾・金子敬生編，『地域経済の計量分析』，勤草書房，1973年，pp．174」－240，   

参照。   
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いう仮定のもとに，共通因子の係数と因子の盈を計測す－る手法」22）である。し  

たがって1その基本的な考え方ほ，「ある領域での－・見複雑にみえる種々の現  

象も，きわめて少数の潜在的因子（LatentFactors）によって説明しうると  

いう，科学の根底に横たわるParsimony（簡潔）の原則にもとづいている＿j28）  

ものである。   

いま，9も個の観測対象に対するp変畳のデ・一女を  

ズ〃β（α＝1，2，…・・，≠；β＝1，2，…，p）  

と車くことにすれほ，その外行p列からなるデータ行列ほ24〉，  

ズ＝（競β〉  
乃Xク  

と．して表わされる。   

これを，宜→J両地域間の交易畳でとらえる連関構造に．ついて述べれば，つ  

ぎのようになる。まず最初に，αは，産業部門の分類を表わす添字であると考  

えよう。したがって，α＝1ほ，たとえば農林・水産部門を，α＝2は，石炭  

・亜炭部門をそれぞれ表わすことになり，以下同様にして，合計≠個の産業部  

門が考慮されることになる25）。つぎに，βは，地域連関を反映する変畳に対し  

て与えられる添字であると考え，ここでは簡単化のため，p＝3の場合に限定  

して分析を進めることにしよう。すなわち，β＝1は，せ地域からブ地域への  

物資輸送量（ズ卓／）を表わす変畳を意味するものとし，またβ＝2ほ，宜地域か  

らの総発送最（ズそ．）を表わす変畳を，β＝3ほ，J’地域への総到着畳（ズ．ノ）を  

表わす変畳を，それぞれ意味するものと仮定しよう。そのとき，（7）式によっ  

て与えられるデータ行列〈＆β）は，つぎの表2のようにまとめられる。   

つぎに，この各変急ごとに，標本平均（Ⅹβ）と標本標準偏差（8β）を次式に 

よってもとめることにする。  

＿n ズβ＝∑羞β／れ  
α＝1  

（8）  

22）河崎俊ニ，前掲番，1973年，pp．．174－・175。  

23）奥野忠一‥久米均・芳賀敏郎・書澤正，『多変盈解析法』，日科技連，1971年，   

p．．323。  

24）ただし，彿＞pが成り立つものとする。  

25）昭和娼年地域間産業連関表の25部門分類匿．従がえば，L花＝25として与えられる。   
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表2 因子分析のためのデータ表示  

－2ββ・－  J∂77  

変盈（β）  β＝1   β＝ 2   β ＝3（＝p）  

Xij   Ⅹiい   Ⅹ．j   

ロ  農  林・水  産   Ⅹ11   Ⅹ12   Ⅹ13   

2  Ⅹ芦1  Ⅹ22  X23 

α  Ⅹα1  Ⅹ：α2  Xp, 

n   X；1  Ⅹ∴2  Ⅹ   

氾    ββ＝∑（羞β一方β）2／（雅一1）  
α丘1   

（9）  

さらに，この両者を用いて，もとのデー・タ（先β）を，平均がゼロ，平方和が  

1となるように基準化すれば絢，次式を得る。  

＆β＝  （α＝1，2，…，彿；β＝1，2，…，p）  
（10）  

したがって，れ行p列からなる基準化されたデータ行列は，  

Z＝（aβ）  
乃×p  

として表わされる。   

（11）   

因子分析モデルとは，このようにして構成されたデ・－タ行列（＆β）のもつ構  

造を，できるかぎり簡潔に記述することを意図したものである。そのために，い  

一之ケ1 26）こうすることにより，積和（すなわち，昌Z芝βおよび∑g¢βgげ）が，もとのデー α＝1   
タ（鼠β）隼関する各変盈間の相関係数と一激することになるからである。   
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ま，（11）式で与えられるデー・タ行列を，つぎのように分解してみよう。  

g＝ダA′＋g  
花×p花×肌mXp托×p  

（12）   

すなわち，それぞれの階数（Rank）が，ともに隅である2つの行列27〉を  

ダ＝（ん）（α＝1，2，…，彿；γ＝1，2，…・，肌）  
nlJJt  

（13）  

A＝（αβr）（β＝1，2，…，p；γ＝1，2，…，肋）  
ク×m  

（14）   

とするとき，ダとAの転置行列A′の稽ダA′を構成し，それによって基準化  

されたデー・タ行列gが十分に近似されるようなダとAをもと．めることを考え  

るのである。このとき，ダは≪因子得点行列≫，Aは≪因子負荷畳行列≫，ガは  

《残差行列≫とよばれるものである。したがって，われわれの目的は，この残  

差行列βをなんらかの基準で十分小さくするように，基準化されたデー・タ行  

列Zを分解することにある。このとき，デー・タの簡潔な記述という立場から  

判断すれば，肌をできるかぎり小さくとることが望■ましい。   

さで，その基準をきめる場合，残差行列ガの各要素を直接取り扱かうより  

は，それによって＼構成されるつぎの分散・共分散行列  

打＝β′ガ  
（15）  

を対象とするほうが便利である。ところで，この行列打ほ，（10）式および  

（12）式を考慮すれば，つぎのように変形される28）。  

打＝β′ガ＝（ざ－ダA′）′（g－ダA′）   

＝g／Z－g／FA／－Aダ′g・＋Aダ甘A′   

＝R－（gFA′＋Aダ官－AF甘A′）  
（16）   

ここで注意を要することは，われわれの基本モデルである（12）式において，  

ダとAを同時にもとめることができないという点である。したがって，まず  

27）すなわち，rank［ダ】＝rankいユ＝刑。ただし，刑＜pが成り立つものとする。  

28）いま，もとのデータ（ズαβ）に関する各変愚問の相関係数を月＝（虎ββ・）で表わすこ  

れケl  とにすれば，（10）式より，∑gαβ2＝∑（品β一度β）2／（（雅一1）gβ2）＝1＝月ββおよび                               d－l     ．一事1  

畠gαZdβ・＝蓋gαβZげ／櫓zα増gαβ′2＝恥となり，結局R＝〃の関係が得  
られる。なお，脚注26），参照。   
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因子負荷急行列Aをある方法でもとめ29），そのAを用いて  

AA′＝g甘A′＋・Aダ省一AF甘A′  （17）  

をみたすように因子得点行列ダをきめることにすれば，ガの分散・共分散行  

列打ほ，つぎのように書くことができる。  

打＝虎－AA′  （18）   

つぎに，この残差の分散・共分散行列打に注目して，因子負荷畳行列Aを  

もとめる基準を考察することにしよう。まず，そのために，つぎの記号を導入  

しておこう。  

％110 …… 0  

0祝22 …… 0  

βⅣ＝diag打＝  （19）  

0……Ⅷ壷  

すなわち，かび（またほdiag・打）は，行列打の対角要素30）を対角要素とし，非  

対角要素はすべて∴ゼロとする対角行列を表わしている。また，相関係数行列R  

についても，これと同じ操作を施せば，  

♪R＝diag・R  （20）  

を得る。   

つぎに，残差の分散・共分散行列打を，さらにつぎのように一腰化してみ  

よう。すなわち，行列打の対角要素の一足比率を控除する場合を考慮して1  

パラメタ・－β（ただし，0≦β≦1をみたすものとする）を（15）式に導入し，  

しかもまた，行列打の各要素を必ずしも同等に評価しない場合をも考慮して，  

その各変畳ごとに．ウェイト棚β（ただし，β＝1，2，…，p）を（15）式に導入すれ  

ば，－・般化された残差の分散・共分散行列打を，つぎのように尊くことがで  

きる。  

♂＝Ⅳ（打－β恥）Ⅳ  
pXp  

（21）  

29）この因子負荷急行列Aをもとめるための手法が，これまでのところ数多く考案さ   

れ■ている。この点の詳細は，奥野忠一・久米均・芳賀敏郎・書渾正，前掲雷，1971   

年，pp．332一・336，参照。  

30）これは，もとの変畳ズβの残差分散を意味する。   
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ただし，   

Irは，各変畳ごとのウ エイトWβ（β＝1，2，…，p）を要素とする対角行列を  

表わすものとする。  

このとき，行列仲「の各要素と／ミラメタ－βの値を変えることに・より，種々の  

推定基準を－・般的に表現することができる81）。その1例として，・－・般化された  

残差の分散・共分散行列打について，その各要素の2乗和32〉を最小にするよ  

うに，因子負荷畳行列Aをもとめる場合がある。ここで注意を要することほ，  

ウェイト行列Ⅳをも推定する必要がある場合に・ほ，舌，打2を見かけ上いくらで  

も小さくできることから，それを回避するためある条件88）を与えておかねば  

ならないという点である。その条件として，いま（21）式右辺のⅣの代わりに 

相関係数行列Rを用いた，つぎの行列  

（22）  G＝Ⅳ（R－ββぴ）lγ  

を構成する各要素の2東和を－・定にするという条件を設ければ，  

¢＝舌7打2／吉γG2   （23）  

を最小に．するべく，因子負荷盈行列Aを推定することが可儲となる。いうま  

でもなく，（23）式に．よって与えられる¢の理論上の最小値ほ，♂がゼロ行列  

であるときの値ゼロである。   

なお，記号∬によって，つぎの行列  

∬＝diag（AA′）  

を表わすものとすれば，この行列∬ほ，（18）式を用いて，さらに  

∬＝β虎－β打  

と薄くことができる。そこで，この行列∬の第β番目の対角要素をゐβで表わ  

すことにすれば，  
¶l  

んβ＝昌α£（β＝1，2，l‥，p）  （26）  

となり，これは，変畳Zβの共通度（Communality）とよばれるものである。  

31）奥野忠一‥久米均・芳賀敏郎・舌澤正，前掲畜，1971年，p・334の表2‖1を，参照   

せよ。  
32）これは，♂2の対角要素の和，すなわち，£γ汐2として表わされる。  

p 33）たとえば，∑wβ2＝1をみたすという条件が考えられる。                β℡1   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報17  J977  ・－272・－・  

すわわち，ろの共通歴とは，ろの分散のうち仇個の共通田子によって説明さ  

れる部分を意味するものである。   

われわれほ，以下の実証分析を試みる場合，計算がやや複雑ではあるが，数  

学的にほ厳密な主因子解法（MethodofPrincipalFactors）を用いて因子  

負荷畳を推定することにする。また，その具体的な解法手順とそのプログラ  

ムほ．，（補給2）として，後のⅤⅠ章に譲ることにする。  

ⅠⅠⅠ   

前章でほ，地域間の連関構造を計量的にとらえる基本モデルとして，≪輸送  

量分布係数モデル≫と≪因子分析モデル≫をとりあげ，その内容を理論的に明  

らかにした。本章でほ，その両モデルを現実の地域間交易畳の具体的数値に．適  

用することによって実証分析を試み，それによって導出される計算結果とその  

評価を通して，当該両モデルの精度と有効範囲を，逐次吟味することにしよ  

う。   

§1．輸送量分布係数モデルの適用   

まず最初に．，輸送量分布係数モデルに・注目し，その実証分析の内容を，説明  

の便宜上，i）利用した・71一夕，ii）それにもとづく計算結果，iii）その結果に  

対する評価，にそれぞれ分けて，説明を行なうことにする。   

〔デー・タ〕   

われわれの利用した地域間財貨フロ・－のデー・タは，通商産業大臣官房調査統  

計部によって作成された，昭和45年地域間産業連関表からもとめたものであ  

る。この表は，昭和45年の暦年をその対象年次とし，また全国を通商産業局管  

内地域別（ただし，名古屋う亀商産業局管内ほ，東海と北陸に二分）に分割した  

9地域をその対象地域とする，経済活動の相互関係を－・覧表の形に記録したも  

のである。さらにまた，その部門分頸ほ，昭和45年全国産業連関表の基本部門  

分燐84〉に準じ，中間製品および公務などの取り扱かいに関連して，若干部門  

を細分化した行部門553，列部門419から出発して，表の作成作業の段階に応じ  

て逐次，89，43，25および10部門分類に統合85）され，公表された部門分類は，  

34）行部門は，541，列部門は，407となっている。  

35）この点の詳細に．ついては，通商産業大臣官房調査統計部，『昭和45年地域間産業連   

関表一作成績果報告蕃－』，1975年，pp．111一－139，参照。   
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結局，25部門分棋と10部門分析の2つとなっている。   

われわれは，そのうちの9地域・25部門分類による地域間産業連関表を用い  

るが，しかし，とくに「四国とその周辺地域との連関構造を明らかにする」と  

いう分析目的に照らして，つぎのような地域区分の統合と部門分煩の捨象を行  

なうことにした。すなわち，われわれの実証分析に・おける対象地域の区分ほ，  

つぎの表3が示すとおり，叙上の地域間産業連関表において独立した対象地域  

表3 対象地域区分とその範閉  

対象地城区∴分   対象地域の範囲（都道府県）   

四  国  徳島，香川，愛媛，高知   

近  畿  福井，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山   

中  国  鳥取，島根，岡山，広島，山口   

九  州  福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島   

そ の 他   
北海道，青森，岩手，宮城，秋田．山形，福島，茨城，栃木，  

群馬，埼玉，千乗，東京，神奈川，新潟，山梨，長野．静岡，  

愛知，岐阜，三重，富山，石川   

となっている，北海道，東北，関東，東海，北陸を1つの地域に統合して，全  

国を5地域に分割したものとなっている86〉。  

36）ここでは，昭和45年を対象年次とする地域間産業連関表に／準拠している結果，沖   

絶県は除かれている。また，四国地域との経済的な関連で他地域をみるとき，いか   

なる地域区分が適正妥当なものであるかということ自体，計盈的に．検証されるべき   

重要な課題である。当初，われわれは，近畿地域よりとくに大阪，兵庫の両県を抽   

出し，中国地域については山陽と山陰とに二分し，また九州地域についても四国地   

域と直接的な影響をもつと思われる福岡・大分とその他の県とに二分して計量分析   
を試みることを意図したが，デー・夕潮約のため，本稿でほ，見送らざるを得なかっ   

た。この点については，運輸省の全国貨物純流動調査報告書などを利用して，後日   

試みる予定である。   
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表4 部 門 分 特 恵  

・－・274－・  Jタ77  

番号  部  門  名  番号  部  門  名  番号  部  門  名   

ロ  農林・水産  8  皮革・ゴム製品   15  ー般機械   

2  石炭・亜炭   9  化学   16  電気機械   

3  鉱業（除石炭・亜＝炭）  10  石油・石炭製品   17  輸送機械   

4  食料品   田  窯業・土石製品   18  精密機械   

5  繊 維   12  鉄 鋼   19  その他の製造業   

6  製材・木製品   13  非 鉄   

7  パル70・紙   14  金属製品  

また，その部門分現については，最終的に公表された25部門分析のうち，物  

的生産部門を中心に，表4にL示す，19部門をとりあげることにした87）。   

その各部門別の地域間交易量（すなわち，昭和45年を対象年次とする実績  

値）ほ，つぎの表5－1～表5－19に示されていが8）。  

37）ここでの部門分析は，昭和35年地域間産業連関表にもとづくダラビテイ・モデルの   

検証の際，われわれの行なった部門分類と基本的に．は同じである。井原健雄，前掲   

論文，1975年，p．．26，参照。なお，昭和35年せ対象年次とする部門分類と昭和45年   

を対象年次とする部門分煩との比較については，通商産業大臣官房調査統計部，前   

掲雷，1975年，pp．140－17l，参照。  

38）表中，「産出計」とは，地域別の中間需要と最終需要との合計である「需要計」に   

あたり，これより「輸入」を控除すれば，「総生産額」となる。なぜなら，昭和45年   

地域間産業連関表忙おける輸入の取り扱かい方は，地域間競争輸入型となっている   

からである。   
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地域間交易畳の計畳分析   

表5－1農林・水産部門の地域間交易畳  

－・275‘－  

（単位：100万円）  

そ の他   近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  5，041，756  376，047  50，324  36，116  39，791  5，544，034   

近  敵  40，815  877，291  5，551  3，485  1，772  928，914   

中  国   38，635  72，836  499，957  8，971 26，517  646，916   

四  国   71，160  48，513   16，848 336，322  6，040  478，883   

九  州  155，373  86，909  40，708 11，329 905，496  1，199，815   

投 入 計  5，347，739 1，461，596   613，388 396，223 979，616  8，798，562   

表5－2 石炭・亜炭部門の地域間交易盈  
（単位：100フラ円）   

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  222，635  9，431  3，684  1，580  456  237，786   

近   畿   0  99，444  0  0  0   99，444   

中   国   2，656  759  48，286  66  117   51，884   

四  国   0  0  0   9，607  0   9，607   

九   州   5，399   12，804  9，251 1，640  87，756  116，850   

投 入 計  230，690  122，438  61，221 12，893  88，329  515，571   

表5－3 鉱業（除石炭・亜炭）部門の地域間交易畳  
（単位：100万円）   

その他  近 敵  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  1，425，325  7，292  5，659  2，859 10，342  1，451，477   

近  畿   12，952  429，900  691 1，990  2，382  447，915   

中  国   20，222  6，256  376，346  463  3，425  406，712   

四  国   7，992  1，585  1，232 151，617  595  163，021   

九  州   22，253  4，668  3，515  1，440 208，400  240，276   

投 入 計  1，4∬，744  449，701 387，443 158，369 225，144  2，709，401  
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表5－4 食料品部門の地域間交易畳  

ヱ977  －・27β－  

（単位：100方円）   

そ の他   近 畿  中 国  四 国   九 州  産 出 計   

そ の 他  5，647，095  230，185 108，009  57，448  94，841  6，137，578   

近  畿  329，629 1，539，074  63，511 44，861   41，489  2，018，564   

中  国   76，917  48，102 450，688  23，391   41，620  640，718   

四  国   44，449  32，871 21，650 230，420  9，108  338，498   

九  州   65，968  51，654  34，106  6，949  862，890  1，021，567   

投 入 計  6，164，058 1，901，886 677，964 363，069 1，049，948  10，156，925   

表5－5 繊維部門の地域間交易望  
（単位：100万円）   

その他  近 畿  中 国  四 国 ■九 州  産 出 計   

そ の 他  8，526，986  645，735  221，457  47，019 164，659  9，605，856   

近  畿  1，085，290 4，145，934  180，906  91，847 203，288  5，707，265   

中  国  464，167  214，2111，556，104  23，965  70，481  2，328，928   

四  国   64，866  97，914  19，742 166，839   7．248  356，609   

九  州  376，535  133，531   74，735 18，2541，195，341  1，798，396   

投 入 計  10，517，844 5，237，325 2，052，944 347，9241，641，017  】9，797，054   

表5－6 製材・木製品部門の地域間交易最  
（単位：100万円）   

そ の 他  近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  1，987，05L7  61，194  24，244 12，768 17，601  2，102，864   

近  畿  105，446  496，715   11，181  8，850  23，015  645，207   

中  国   61，058  45，567  168，153 10，043 13，309  298，130   

四  国   54，797  23，525  7，543  81，840   9，352  177，057   

九  州   43，240  16，537  14，095   9，257 206，930  290，059   

投 入 計  2，251，598  643，538  225，216 122，758 270，207  3，513，317  
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表5イ パルプ・紙部門の地域間交易畳  

－277・－  

（単位∴100万円）   

そ の他  近 舐  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の ■他  1，533，623  162，714  27，627 13，512  20，612  1，758，088   

近  畿  97，019  306，061   12，278  5，185 14，063  434，606   

中  国   40，243  26，558  69，936  6，971 10，573  154，28】   

四  国   48，085  39，250   12，631 87，354 12，490  199，810   

九  州   32，066  9，421  8，009  4，487  98，833  152，816   

投 入 計  1，751，036  544，004  130，481117，509 156，571  2，699，601   

計8皮革・ゴム製品部門の地域間交易畳 
（単位：100万円）   

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  466，276  41，010  16，421  6，265 18，709  548，681   

近  畿  100，096  139，870  15，582   7，464 14，416  277，428   

中  国   11，025  6，720  14，350  1，783   2，123   36，001   

四  国   2，476  3，444  429   6，164  788   13，301   

九   州   17，931  6，360  9，879  1，825  36，674   72，669   

投 入 計  597，804  197，404  56，661 23，501 72，710  948，080   

表5－9 化学部門の地域間交易盈  
（単位：100万円）   

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  2，879，706  327，932  115，828  56，354  98，627  3，478，447   

近  畿  407，278  762，809  77，018  47，768 115，748  1，410，621   

中  国  233，825  184，810   391，969  35，313  40，679  886，596   

四  国   91，309  82，4ユ5  32，388 126，236  8，720  341．068   

九  州  100，860  80，081   35，621  8，888 211，125  436，5、75   

投 入 計  3，712，978 1．438，047   652，824 274、559 474，899  6，553，307  
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表卜川 石油・石炭製品部門の地域間交易畳  

J∂77  

（学位：100万円）   

その他  近 畿  中 国  四 囲  九 州  産 出 計   

そ の 他  1，683，020  112，256  22，120  9，159 18，676  1，845，231   

近  畿   73，888  381，898  23，019  36，531 24，783  540．119   

中  国  103，881 142，171  267，905  30，020  93，017  636，994   

四  国   5，314   15．847  20，784  25，943 14，737   82．625   

九   州   13，413   10，925  8，836  1，932 167，679  202，785   

投 入 計  1，879，516  663，097  342，664 103，585 318，892  3，307，754   

表5－tl窯業・土石製品部門の地域間交易畳  
（単位：100万円）   

そ の他  一近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  1，531，603  100，219  26，877 11，301 18，224  1，688，224   

近  畿  136，867  351，895   19，239 10，664  20，351  539，016   

中  国   61，736   38，229  140．928  5，8飢  9，273  256，047   

四   国   7，671   11，628  2，451 49，968  616   72，334   

九   州   59，030   43，268  9，129  7，325 240，129  358，881   

投 入 計  1，796，907  545，239  198，624  85，139 288，593  2，914，502   

表5－12 鉄鋼部門の地域間交易畳  
（単位：100万円）  

その他  近 故  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  5，371，622  371，256  121，103 16，243  61，650  5，941，874   

近  畿  569，813 3，205，391 116，357  46，646 119，886  4，058，093   

中  国  362，695  170，5111，393，979 17，521 51，617  1，996，323   

四   国   8，726  6，459  4，220  20，859  2，979   43，243   

九   州  299，268   99，252   56，283 12，7261，022，035  1，489，564   

投 入 計  6，612，124 3，852，869 1，691，942 113，9951，258，167  13，529，097  
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地域間交易最の計盈分析   

表5一柑 非鉄部門の地域間交易畳  

－279・－  

（単位：100万円）   

その他  近 幾  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  1，277，176  117，312  36，217   7，744 14，685  1，453，134   

近  畿  109，213   261，872  15，471  6，332  9，142  402，030   

中  国   67，149  32，864  69，167  1，873   8，754  179，807   

四  国   54，647  88，819  7，372 113，673   3，112  267，623   

九  州   44，500  23，751  8，103   2，545  80，961  159，860   

投 入 計  1，552，685   524，618 136，330 132，167 116，654  2，462，454   

表5一拍 金属製晶部門の地域間交易畳  
（単位：100万円）   

そ の他  近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  1，878，188  157，167  64，137  23，032  88，324  2，210，848   

近  畿  406，264  678，671   49，078  38，869  74，260  1，247，142   

中  国   34，323   10，836   92，958  4，571 10，110  152，798   

四   囲   1，493  2，636  8，150  32，307  1，157  45，743   

九   州   32，767   10，528   10，349  2，983  92，345  148，972   

投 入 計  2，353，035  859，838  224，672 101，762 266，196  3，805，503   

表ト15 一・般機械部門の地域間交易畳  
（単位∴100万円）   

その他  近 幾  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  4，260，170  545，飢7  227，039  60，791166，369  5，260，186   

近  畿  694，629 1，259，058  187，701 82，921121，023  2，345，332   

中  国  154，418  64，763  276，427  24，382  36，479  556，469   

四  国   68，644  26，640   15，927  85，900 11，209  208，320   

九  州   69，307  43，298  33，374  9，009 174，967  329，955   

投 入 計  5，247，168 1，939，576  740．468 263，003 510，047  8，700，262  
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表5－t6 電気機械部門の地域間交易畳  

J977  －2∂0－  

（単位：100万円）   

そ の 他  近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  4，736，715  537，962  175，332  91，673 198，572  5，740，254   

近  畿  543，939  951，062  104，414  43，897  99，087  1，742，399   

中  国   24，125   16，355  94，395  1，297  4，978  141，150   

四  国   7，585   17，940  1，064  44，256  1，415   72，260   

九  州   65，857  42，572   11，384  4，787  86，818  211，418   

投 入 計  5，378，2211，565，891  386，589 185，910 390，870  7，907，481   

表5－17 輸送機械部門の地域間交易畳  
（単位：100万円）   

その他  近 敵  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  4，791，843  404，865  244，308  82，317 250，728  5，774，061   

近  畿  126，771  697，374  20，897  4，595 16，589  866，226   

中  国  220，026  129，383   337，734 15，453  40，036  742，632   

四  国   43，535   12，029  1，655  91，394  1，259  149，872   

九  州   38，564  7，663  4，296  1，576 222，623  274，722   

投 入 計  5，220，739 1，251，314  608，890 195，335 531，235  7，807，513   

表5－18 精密機械部門の地域間交易畳  
（単位：100万円）   

その他  近 敵  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  848，137  71，926   34，729 12，979  39，858  1，007，629   

近  畿  35，100  115，537  9，790  3，917  7，680  1L72，024   

中  国   3，639  1，472   13，271  501  864   19，747   

四  国   1，476  820  28▲7  5，652  234   8，469   

九  州   479  564  736  117 15，075   16，971   

投 入 計  888，831 190，319  58，813  23，166  63，711  1，224，840  
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表…その他の製造業部門の地域間交易畳（単位：100万円）   

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州  産 出 計   

そ の 他  2，524，203  182，184  95，188  46，489 119，719  2，967，783   

近  畿  188，602   653，264  30，404  20，789  31，887  924，946   

中  国   17，572   11，140  87，692  701 11522  118，627   

四  国   4，414  11，463  1，052  37，056  1，602   55，587   

九   州   9，338  5，239  3，706  1，451115，229  134，963   

投 入 計  2，744，129   863，290   218，042 106，486 269，959  4，201，906  

〔計算結果〕   

この19部門からなる物的生産部門の地域間交易畳にもとづいて，四国とその  

周辺地域との連関構造を明らかにしよう。まず最初に，表5－・1～表5－・19の読  

みとりを中心とした分析により，各地域の相対的位置づけを与えれば，つぎの  

ように．なる。表6ほ，各部門別地域内消費量が全国絵産出に対して占める比率  

を百分比で示したものである。  

表6 各部門別地域内消費量の全国紙産出に対する比率（その1）  
（単位二：％）  

業  
・・‡・…七；；  農林・水産  石炭・亜炭  鉱  （除石炭亜炭）   

維   

四  国   3。8   1い9   5．6   2‖3   08   

近  畿   10“0   19小3   15け9   152   20．9   

中  国   5．7   9．4   13．9   4，4   7小9   

九  州   10‖3   17。0   7い7   85   60   

そ の 他   57．3   43．2   52．6   55．6   431  
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表6 各部門別地域内摘費量の全国紙産出に対する比率（その2）   
（単位：％）  

石  油   
学  

四  国   2．3   3．．2   0て   1．9   0‖8   

近  畿   14…1   11．3   14．8   11，6   11‖5   

中  国   4－8   2‖6   1．5   6－0   81   

九  州   5－．9   3．7   319   32   51   

そ の 他   56．6   568   49∩2   43．9   50．9   

表6 各部門別地域内消費量の全国捻産出に対する比率（その3）  
（単位：％）   

鋼  非  鉄  金属製品  ー・般機械   

四  国   1い7   0．．2   4い6   0‖8   1。0   

近  畿   12い1   23h7   10．6   17。．8   14．5   

中  国   4，．8   10－3   2．8   2．4   3．2   

九  州   8‖2   7．6   33   2．4   2。．0   

そ の 他   52‖6   39．7   51．9   49－4   49．0   

表6 各部門別地域内消費量の全国総産出に対する比率（その4）  
（単位：％）   

電気機梯  輸送機械  精密機械  その他の 製造業  物的生産計   

四  国   0．6   1．2   0．．5   0い9   1．5   

近  畿   12■い0   8小9   9．4   15い5   156   

中  国   1∩2   4．3   11   2“1   5、7   

九  州   1い1   2い9   112   2．7   5．4   

そ の 他   59い9   61．4   69い2   60け1   50‥8  
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つぎにり 表7は，各部門別の地域の総産出が全国の給産出に対して占める比  

率（すなわち，地域別砲座出の構成比）を，前表と同じように百分比で示した  

ものである。  

表7 各部門別地域稔産出の対全国比率（その1）  
（単位：％）   

農林・水産  石炭・亜炭  鉱 業 （除石炭韮炭〉  食 料 品  繊  維   

四  国   5い4   1い9   6．0   3。3   18   

近  畿   10．6   19．3   165   19い9   288   

中  国   7い4   10．1   15い0   6．3   11－8   

九  州   13．6   22．7   8．9   10．1   91   

そ の 他   63 0   46．1   53．6   60い4   48．5   

表7 各部門別地域総産出の対全国比率（その2）  
（単位：％）  

皮  
パル■70・紙     革  イり   

石  油   
学  

四  国   50   7．4   1．4   52   25   

近  畿   184   16．1   29．3   21．5   163   

中  国   85   5．7   38   13．5   193   

九  州   8り3   5．7   77   6／7   6．1   

そ の 他   599   65い1   57．9   53．．1   55．8   

表7 各部門別地域捻産出の対全国比率（その3）  
（単位：％）   

鋼  非  鉄  金属製品  －・般機械   

四  国   2．5   0小3   10．9   1い2   2一4   

近  畿   18．5   300   163   328   27い0   

中  国   8．8   14，8   7．3   4．0   6．4   

九  州   12．3   110   6‖5   3．9   3，．8   

そ の 他   579   43．9   59‖0   58一．1   60．5  
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表7 各部門別地域紙産出の対全国比率（その4）   
（単位：％ノ   

電気機械  輸送機械  精密機械   その他の   物的生産計   
製造業  

四  国   0．9   1．9   0い7   1い3   2．8   

近  畿   220   11．1   14，′0   22，0   22い2   

中  国   1り8   95   16   2．8   92   

九  州   27   35   14   3，2   7．8   

そ の 他   726   74．0   82．3   70日6   580  

最後に，各地域の総産出に対する移出の割合（すなわち，移出率）を各部門  

別にもとめれば，つぎの表8のようになる。  

表8 各部門別・各地域別の移出率（その1）  
（単位：％）   

業  
部門 地域  農林・水産  石炭・亜炭  鉱  （除石炭・亜炭）   

維   

四  国   29．8   00   7．0   31。．9   532   

近  畿   5．6   0，0   40   23‖8   27．4   

中  国   22小7   6．9   7，5   29．7   33．2   

九  州   24．5   249   13小3   15．5   33．5   

そ の 他   91   6．4   18   8い0   11．2   

表8 各部門別・各地域別の移出率（その2）  
（単位：％）  

皮  パルプ・紙     革  化  
石  油   

学  

四  国   538   563   53．7   63．0   68．6   

近  畿   23．0   296   49．6   45‖9   29い3   

中  国   43．6   54．7   601   55小8   57小9   

九  州   28．7   35小3   49，5   51．6   17り3   

そ の 他   5．5   128   15．0   172   88  
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表8 各部門別・各地域別の移出率（その3）  

・－2∂5－・  

（単位：％）   

鋼  非  鉄  金属製品  －・般機械   

四  国   30，9   5118   57．．5   294   588   

近  畿   34．7   21小0   34．．9   456   463   

中  国   450   30一2   615   392   50小3   

九  州   33‖1   314   49ハ4   380   470   

そ の 他   9．3   9．6   12‖1   150   19 

表8 各部門別・各地域別の移出率（その4）  
（単位：％）   

部門 地域  電気機械  輸送機械  精密機械  その他の 製造業  物的生産計   

四  国   388   390   33．3   333   44．8   

近  畿   45．4   19。5   32小8   294   30．0   

中  国   331   54．5   328   261   381   

九  州   58．9   19。0   112   146   30い3   

そ の 他   17．5   170   15。8   14。9   12．5  

ここで，さらにⅠⅠ章の第1節で与えた輸送量分布係数・モデルを，表5－ユ～表  

5－19の具体的数値に適用することにしよう。いま，（2）式によって与えられ  

る比例配分された分布輸送量（考慮グ）を各部門別に計測すれば，表9－1～表9－・19  

のように示される。   
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表9－1農林・水産部門の比例配分分布輸送量   

・－・2∂β－ 

（単位：100万円）  

その他  近 畿  中 国  九 州   四 国  

そ の 他  3，369，647  920，962  386，500  249，663  617，263   

近  畿   564，591 154，309  64，759  41，832  103，424   

中  国   393，194 107，464  45，099  29，132  72，026   

四  国   291，064  79，551   33，385  21，565  53，318   

九  州   729，244  199，310  83，645  54，031 133，585   

表9－2 石炭・亜炭部門の比例配分分布輸送量  

（単位：100万円）  

近 畿  中 国   四 国   九 州   

そ の 他   106，396  56，470  28，236  5，946  40，738   

近  畿   44，496  23，616   11，808  2，487   17，037   

中  国   23，215   12，321   6，161   1，297  8，889   

四  国   4，299  2，281   1，141  240   1・646   

九  州   52，284   27，750   13，875  2，922  20，019   

表9－3 鉱業（除石炭・亜炭）部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）  

そ の他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   797，548  240，913  207，560  84，841 120，614   

近  畿   246，117  74，344  64，052  26，181   37，221   

中  国   223，477  67，505  58，160  23，773  33，797   

四  国   89，576  27，058  23，312  9，529   13，547   

九  州   132，025  39，881   34，359   14，045   19，966  
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表9－ヰ 食料品部門の比例配分分布輸送量  

－・2β7－・  

（単位：100万円）  

移入地域  中●国  四 国  九 州   

そ の 他  3，724，787 1，149，263  4Q9，677  219，394  634，458   

近  畿  1，225，031  377，976  134，737  72，156  208，664   

中  国   388，840  119，975  42，767  22，903  66，233   

四  国   205，428  63，384  22，594   12，100  34，991   

九  州   619，971 191，289  68，189  36，517  105，602   

表9－5 繊維部門の比例配分分布輸送盈  
（単位：100万円）  

近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他  5，103，431 2，541，236  996，122  168，818  796，248   

近  畿  3，032，175 1，509，861  591，840  100，303  473，086   

中  国  1，237，321  616，120  241，509  40，930  193，049   

四  国   189，460  94，341   36，980  6，267  29，560   

九  州   955，458  475，767  186，493  31，606  149，073   

表9－6 製材・木製品部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）  

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他  1，347，674  385，184  134，801   73，476  161，730   

近  畿   413，497  118，183  41，360  22，544  49，622   

中  国   191，064  54，609   19，111   10，417  22，929   

四  国   113，471   32，432   11，350  6，187   13，617   

九  州   185，892  53，130   18，594  ユ0，135  22，308  
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表9－7 パルプ・1紙部門の比例配分分布輸送量  

・－・2∂β・－－・  Jタ77  

（単位：100万円）  

その他 近 畿   中  四 国   九 州   

そ の他  1，140，345  354，277  84，や74   76，527 101，965   

埠   畿  281・897   87，579   飢，006   18，918   25，206   

中  国  100・071   31，090 7，457  6，716  8，948   

四  囲   129，602   40，264  9，658  8，697   11，589   

九  州   99，121 30，794  7，386  6，652  8，863   

表9－8 皮革・ゴム製晶部門の比例配分分布輸送量  

（単位：100万円）  

埠 畿   中、）国   四  九 州   

そ の 他   345，966 11′4，243  32，791  13，601   42，079   

近  畿   174，930  57，765  16，580  6，877  21，276   

中  国   22，700  7，496  2，152  892  2，761   

四  国   8，387  2，769  795  330   1，020   

九  州   45，821  15，131   4，343  1，801  5，573   

表9－9 化学部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）  

その 他  1，970，821 763，305 346，514 145，734  252，073   

近  畿   799，231  309，544  140，523  59，100  102，224   

中  国   502，328  194，553  亭8，320  37，145  64，Z49   

四  国   193，243  74，843  33，976 14，289  24，716   

九  州   247，355  95，801   43，491   18，291   31，637  
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表9－川 石油・石炭製品部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）  

移入地域  中 国   四 国   九 州   

そ の 他  1，048，488  369，909  191，155  57，785  177，894   

近  畿   306，904  108，276  55，953   16，914  52，071   

中  国   361，950  127，697  65，989  19，948  61，411   

四  国   46，949   16，564  8，559  2，587  7，966   

九  州   115，226  40，652  21，007  6，350   19，550   

表9－‖ 褒章・土石製品部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）   

移入地域  国   国   れご、州   

そ の 他  1，040，858  315，829  115，053  49，317  167，167   

近  畿   332，325  100，838  36，734   15，746  53，373   

中  国   157，863  47，901  17，450  7，480  25，354   

四  国   44，597   13，532  4，930  2，113  7，162   

れ   州   221，264   67，139   24，458   10，484   35，536   

表9－12 鉄鋼部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）  

そ の 他  2，903，993 1，692，150、■ 743，088  50，066  552，577   

近  畿  1，983，326 1，155，680  507，503  34，193  377，391   

中  国   975，670  568，521  249，659  16，821 185，652   

四  国   21，134   12，315  5，408  364  4，021   

九   州   728，000  424，204  186，284   12，55ユ  138，525  

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報17   

表9－柑 非鉄部門の比例配分分布輸送量  

－・2∂∂－  J977  

（単位：100万円）  

移入地域  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   916，265  309，586  80，451   77，994  68，839   

近  畿   253，498  85，651   22，258  21，578   19，045   

中  国   113，376  38，307  9，955  9，651  8，518   

四  国   168，748  57，016   14，817   14，364   12，678   

九  州   100，799  34，058  8，850  8，580  7，573   

表9－14 金属製晶部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）  

移入地域  中 国  四 国  九 州   

そ の 他  1，367，021  499，532  130，526  59，120  154，649   

近  畿   771，138  281，787  73，630  33，350  87，238   

中  国   94，479  34，524  9，021  4，086  10，688   

四  国   28，284   10，335  2，701   1，223  3，200   

九  州   92，113  33，660  8，795  3，984   10，421   

表9・・・15 －・般機械部門の比例配分分布輸送量  

（単位：100万円）  

そ の他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他  3，172，442 1，172．669  447，688  159，012  308，375   

近  畿  1，414，481  522，852  199．608  70，898  137，494   

中  国   335，609  124，055  47，360   16．822  32，623   

四  国   125，639  46，441   17，730  6，297   12，213   

九  州   198，997  73，558  28，082  9，974   19，343  
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表9－16 電気機械部門の比例配分分布輸送畳  

・－2βヱ－・  

（単位：ユ00万円）  

移入地奴 移出地城  そ の他  近 故  中 国  四 国  九 州   

そ の 他  3，904，196 1，136，723  280，635  134，957  283，743   

近  畿  1，185，081  345，041   85，184  40，965  86，127   

中  国   96，002  27，951  6，901  3，319  6，977   

四  囲   49，147   14，309  3，533  1，699  3，572   

九  州   143，795  41，866   10，336  4，971   10，450   

表9－17 輸送機械部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100万円）  

そめ他  近 畿  中 国   四 国   九 州   

そ の 他  3，861，007  925，412  450，306 ．144，460  392，876   

近  畿   579，229  138，830  67，555  21，672  58，939   

中  国   496，584  119，022  57，916   18，580  50，530   

四  国   100，217  24，020   11，68さ  3，750   10，198   

九  州   183，702  44，030  21，425  6，873  18，693   

表9一柑 精密機械部門の比例配分分布輸送最  
（単位∴100万円）  

移入地域  中 国  四 国   州   

そ の 他   731，207  156，568  48，383   19，058  52，413   

近  畿   124，833  26，730  8，260  3，254  8，948   

中  国   14，330  3，068  948  373  1，027   

四  囲   6，146  1，316  407  160  441   

九  州   12，315  2，637  別5  321  883  
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表9－19 その他の製造業部門の比例配分分布輸送量  
（単位：100フラ円）  

そ の他、 近 畿  中 国  四 国   九 州   

そ の他  1，938，163  609，737  154，002  75，210  190，671   

近  畿   604，052  190，032  47，997  23，440  59，425   

中  国   77，471   24，372  6，156  3，006  7，621   

四  国   36，302   11，420  2，884   1，409  3，571   

九  州   88，140  27，728  7，003  3，420  8，671  

つぎに，この比例配分、きれた分布輸送量（方り）を昭和45年を対象年次とする  

地域間交易畳の実績値（g£プ）89〉と比較して－，それがどの程寮まで適合している  

かを判定するため，各部門ごとに，決定係数，不一L致係数，情報不確実度，お  

よびカイ2乗統計量をもとめれば，表10のように要約表示されるも  

衰10 輸送量分布係数モデルの評価基準（その1）  

辟林・水産  石炭・亜炭  鉱 業 ：く鱒石炭亜炭）  食 料 品  繊  維   

決定係数  0け762   0．399   0．568   0．733  0609   

不⊥・致係数■  10．268  0．447   0け381   0い283  0．333   

情報不確実度  019台3 1．421 1．542   0878   0．729   

ズ2一統計量   2．392   2い973 3．454  2．096   1587   

39）これは，表5・－・1～表5・－・19によって示されている。   
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表10 輸送遜分布係数モデルの評価基準（その2）  

－・29∂－－  

皮  
パル■70・紙     革  化  学   

右  抽   
石炭製岳 

決 定 係 数  0．765   0856   0．837   0′ノ782   0．704   

不一・致係数  0け264   0，199   0205   0．237   0．295 

情報不確実庶  0‖779   0．515   0。330   0小391   0．705   

ズ2一統計量  1．768   1，251   0い687   0．780   1い258   

表10 輸送盈分布係数モデルの評価基準（その3）  

鋼  声   鉄  金属製品  ー・般機械   

決 定 係 数  0．770   0499   0825   0‖807   0839   

不馴致係数  0‖～57   0′．383   0218   0．224   0。202   

情報不確実度  0い678   0857   0ノノ503   0394   0．318   

ズ2一線計量  1小634   1年73   1．127   q′・951   0．687   

表tO 輸送盈分布係数モデルの評価基準（その4）   

電気機械  輸送機械  精密機械  その他の 製造業  物的生産計   

決 定 係 数  0913   0909   0“945 0，846   0“747   

不一・致係数  0．149   0．155   0120 0204   0．267   

情報不確実度  0250   0443   0300   0495   0．642   

ズ2一統言†畳   0′615   1小200   0小846   1296   1．519  

また・比例配分された分布輸送量ば慮ブ）に対する実繚値（晶メ）の比率「－  

すなわちr，輸送量分布係数（陶）・⊥を，（1）式によって各部門ごとにもとめ  

れば，つぎの表11－・1′†ノ表1ト19のように示される。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報17  

表l卜l農林・水産部門の輸送量分布係数  

－294叫  ユタフ7  

その他   近 畿   中 国   四 国   九 州   

そ の 他   1．496  0い408  0．130  0い145  0．064   

近  畿   0．072  5‖685  0－086  0い083  0‖017   

中  国   0．098  0い678  11．086  0．308  0√368   

四  国   0．244  0り610  0．505  15‖595  0け113   

九  州   0213  0．436  0．487  0．210  6い778   

表l卜2 石炭・亜炭部門の輸送量分布係数  

移入地域 移出地域  その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   2．093  0小167  0．．130  0‖266  0．011   

近  畿   0小000  4－211  0000  0い000  0い000   

中  国   0．114  0“062  7．837  0051  0．013   

四  国   0“000  0．000  0。001  39988  0－001   

九  州   0‘103  0り461  0．667  0．561  4．384   

表I卜3 鉱業（除石炭・葡炭）部門の輸送鼠分布係数  

近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1．．787  0．030  0027  0．034  0．0白6   

近  畿   0．053  5783  0．、011  0り076  0．064   

中  国   0“090  0．093  6471  0．019  0．．101   

四  画   0089  0．059  0053  15、、911  0‖044   

九  州   0．．169  0‖117  0‖102  0103  10．438  
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表lトヰ 食料品部門の輸送量分布係数  

・－29∂・－・  

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1、516  0，200  0．264  0262  0小149   

近  畿   0，269  4い072  0ル471  0．622  0．199   

中  国   0．．198  0．401  10538  1，021  0．628   

四  国   0‖216  0519  0－958  19．043  0′260   

九  州   b．106  0，270  0．500  0．190  8171   

表l卜5 繊維部門の輸送量分布係数   

近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1、671  0．254  0．222  0‖279  0207   

近  畿   0り358  2．746  0306  0916  0い430   

中  国   0．375  0348  6‖443  0．586  0365   

四  国   0．342  1038  0534  261621  0245   

九  州   0い394  0281  0401  0578  8小019   

表1卜6 製材・木製品部門の輸送量分布係数  

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1．474  0，159  0．180  0174  0．109   

近  畿   0．255  4203  0．270  0．393  0464   

中  国   0320  0。834  8．799  0り964  0．580   

四  国   0．483  0725  0665  13“229  0小687   

九  州   0い233  0。311  0い758  0．913  9い276  
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表1卜7 パルプ・紙部門の輸送塵分布係数  

・－・29β－・  ヱ977  

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1い345  0，459  0。325   0．177  0．．202   

近  畿   0．344  3‖495   0，584  0．274  0‖558   

中  国   0402  0854  9379  1．P38  1．182   

四  国   0371   0小975  1．308  10．044  1．078   

九  州   0．324  0306  1084  0675  11．151   

表1卜8 皮革・ゴム製品部門の輸送量分布係数  

云忘蒜、聖竺  その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1348  0，359  0501   0／461  0．．445   

近  畿   0572  2421  0小940  1085  0‖678   

中  国   0486  0896  6小670  1998  0．769   

四  国   0∴295  1244  0小540  18こ695  0‖772   

九  州   0．391  0．420   2275  1こ013  6．581   

表11－9 化学部門の輸送鼠分布係数  

その他   近 畿   ヰ 国   四国  九州   

そ の 他   1461  0430  0334  0387   0，391   

近   畿   0510  2“464  0548  0808  1132   

中  国   0465   0．950  4．438  0951  0“633   

四  国   0小473  1“101  0，953   8834  0353   

九  州   0408  0836  0819  0486  6．673  
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表1卜10 石油・石炭製品部門の輸送量分布係数  

・－2タ7・－  

表t卜11窯業：土∴石製品部門の輸送量分布係数  

その他  近畿   中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1．471  0．317   0．234  0・229  0109   

近  畿   0412  3490   0524   0．677   0．381   

中  国   0391  0798   白 0786  0366 

四  国   0172  t）859  0．497  23648  0086   

九  州   0．267  0644  0，373  0699  6757   

表I卜12 鉄鋼部門の輸送畳分布係数  

その他  近二 畿   ヰ 囲  四 国  九 州   

そ∴の 他   1．850  0219  0163  0324  0．112   

近  畿   0287  2774  0229  Ⅰ364   0い318   

中 国   0。372  0．300  5584   1．042   0278   

四 国   0．413  0524  0780  57248  0741   

九  州   0．411  0，234  0．302  1い014  7．378  
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表l卜柑 非鉄部門の輸送盈分布係数  

J977  ・－29∂・－－  

■■脈・・訂  その鱒   近 畿   中 国   四 国   九 州   

そ の 他   1．394  0．379  0450  0．099  0．213   

近  畿   0‖431  3057  0L．695  0．293  0－480   

中  国   0い592  0．1858  6い948  0194  1り028   

四  囲   0．324  1い558  0498  7914  0245   

九  州   0い441  0697  0．916  0297  10．691   

表l卜14 金属製品部門の輸送量分布係数  

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   11374  0．．315  0一491  0u390  0．571   

近 畿   0小527  2．408  0．667  1166  0小851   

中  国   0363  0．314  10J305  1．119  0い946   

四  国   0053  0255  3018  261412  0362   

九  州   0．356  0‖313  1．177 0∴749  8862   

表l卜15 －∴般機械部門の輸送量分布係数  

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1．343  0．465  0．507  0382  01540   

近  畿   0い491  21408  0り940  1170  0．880   

中  国   0．460  0．522  5．837  1．449  l．118   

四  国   0．546  0．574  0．898  13小641  0 

九  州   0．348  0い589  1。188  0小903  9一ノ045  

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



地域間交易畳の計盈分析  

表l卜16 電気機械部門の輸送量分布係数  

叩299仰  

近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1．213  0．473  0．625  0小679  0．700   

近  畿   0459  2．756  1‖226  1072  1150   

中  国   0，251  0．585  13．679  0，391  0713   

四  国   0．154  1254  0．301  26050  0396   

九  州   0458  1一017  1け101  0．963  8．308   

表t卜け 輸送機械部門の輸送盈分布係数  

近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1241  0．．437  0．543  0，570  0．638   

近  畿   0い219  5023  0309  0212  0小281   

中  国   0い443  1．．087  5．831  0832  0792   

四  国   0434  0501  0142  24374  0。123   

九  州   0．210  0小174  0小201  0小229  11小910   

表It－18 精密機械部門の輸送盈分布係数  

その他  近 畿  中 国  四 国  九 州   

そ の 他   1．160  0．459  0／718  0．681  0760   

近  畿   0．281  4い322  1‖185  1，204  0858   

0254  0．480  13．996  1“341  0841   

0‖240  0。．623  0706  35い286  0531   

0．039  0．214  0‖903  0365  17077   

中  国   

四  国   

九  州  
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表11－19 その他の製造業部門の輸送量分布係数   

・－300－  

t■  ■＝－  その他  近 畿  中国  四 国  九Jl卜l   

そ の 他   1302  0299  0618  0618  0628   

近  畿   0“312  3438  0633  0887  0537   

中  国   0227  0457  14一246  0233  0200   

四  国   

九  州  

0122  1004  0365  26305  0 449  

0．106  0189  0 529  0424  13289   

〔評価〕   

輸送量分布係数モデルの適用にあたり，まず，原表（すなわち，表5－・1～表  

5一19を意味する）の読みとりを中心とした分析結果の吟醸から始めること  

にしよう。すでに説明したように，表6は，地域内消費量（ズ££）が全国総産出  

（∬．．）に対して占める比率を百分比で表示したものである40）。この表より明ら  

かなことは，全般的にみて，四国の地域内消費量の対全国比率が著しく低い－  

たとえば，物的生産部門の総計について，その比率は1・5％である－という事  

実に加えて，部門ごとにその倦も大きく異なっている，という事実である。こ  

のうち，前者については，四国の周辺地域である近畿の比率が15小6％であり，  

中国および九州についてもそれぞれ5・7％および5・4％となっており，そのい  

ずれの地域と比べても，四国の地域内消費量の対全国比率が際立って低いこと  

が判明する。また，後者については，鉱業（除石炭・亜炭）部門の5・6％を除  

けば，残りのすべての物的生産部門でその比率が5％を下廻っており，そのな  

かでも，とくに低い部門は，鉄鋼（0・2％），精密機械（0・5％），電気横磯（0・6％），  

皮革・ゴム製品（0．7％），繊維（0・8％），石油・石炭製品（0・8％），金属製品  

（0小8％）およびその他の製造業（0・9％）の8部門で，そのいずれもが1％にもみ  

たないのである。  

40）ここで「地域内消費盈」とは，当該地域内での最終消費と中間消費をともに含む   
その総盈であり，したがって，これを「地域内交易盈」（IntraregionalCommodity   

Flows）とよぶこともできる。   
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このことは，需要サイドからみた四国地域の経済構造を端的に表わしてお  

り，とくに波及効果の高いといわれる基幹産業部門（BasicIndustry Sector）  

の地域内投入比率が低いということは，四国地域の有する経済的特性を反映し  

ているものと考えられる。   

つぎに，表7は，対象地域別の総産出が全国の総産出に対して占める比率を，  

各部門ごとに要約表示したものである。この表より明らかなことは，四国地域  

における絵産出の対全国比率も，その周辺地域と比較して著しく低い－一物的  

生産部門の総計に関するその比率は，四国が2u8％であるのに対して，近畿，  

中国および九州の比率はり それぞれ22．2％，9．2％および7．8％となっている  

－が，しかしその比率を各部門ごとにみれば，・一層大きな変動が検証され  

る，ということである 。この点についてほ，まず，四国地域の総産出の対全国  

比率の最大値が，表7では，非鉄部門の10．9％であるのに対して，さきの表  

6では，鉱業（除石炭・亜炭）部門の5．6％であることからも，容易に首肯さ  

れよう。また，こ．の非鉄の10・・9％に加えて，′くルプ・紙の7・4％，鉱業（除  

石炭・亜炭）の6・0％，農林・水産の5．4％，化学の5．．2％および製材・木製  

品の5・0％の6部門が，いずれも5％を上廻っており，それゆえ，表6での計  

測結果と対比して，全般的な上昇傾向がうかがわれる。しかもその比率の上昇  

傾向を各部門ごとに吟味すれば，表6と表7でほぼ′くラレルな動きをしている  

ことが判明する。すなわち，地域内消費の対全国比率が低い部門ほ，その地域  

の産出比率も総じて低く，逆に消費比率の高い部門ほ，その産出比率も総じて  

高い，という傾向がみられるわけである。たとえばノ その前者に属する部門と  

しては，鉄鋼（0・2％→0・3％），精密機械（0．5％→0．7％），電気機械（0．6％  

→0・9％），皮革・ゴム製晶（0・7％→1．4％）といった部門が指摘され，またそ  

の後者に属する部門としては，鉱業（除石炭・亜炭）（5．6％→6．0％），非鉄  

（4・6％→10・9％），農林・水産（3・8％→5小4％）といった部門が指摘される。   

最後に，各地域の総産出に対する移出の割合を移出率とよび，これを各部門  

別に計測した結果が，表8にまとめられている41）。これによって明らかにされ  

ることは，まず，四国地域の移出率がきわめて高いという点である。いま，こ  

41）これと同様に・，各地域の総投入に対する移入の割合を移入率とよび，これを各部   

門別に計測することも可能ではあるが，ここでは，それをとりあげなかった。   
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れを物的生産部門の総計でみれは，四国の移出率は44・8％でもっとも高く，  

ついで中国（38．1％），九州（30・3％），近畿（30・0％）の順序で続いている。  

このことほ，四国地域の経済構造が他地域－したがって，その周辺地域－ 

と密接な関連をもっており，換言すれば，四国地域は他地域と比べて著しくそ  

の経済的な自律度（Autonomy）が低い，という事実を反映している。   

つぎにり表8によって，四国地域の移出率を各部門ごとに・検討すれば，移出  

率50％42）を境にして，物的生産部門が2つのブル、－プに大別され，しかもその  

グルー・プに属する部門の数がほぼ同数であることが明らかに・される。たとえ  

ば，移出率のもっとも高い部門ほ，石油・石炭製品の68・6％を筆頭にして，  

化学の63一．0％，一腰機械の58・8％，非鉄の57サ5％，／くルプ・紙の56・3％と  

いった順序で続き，移出率が50％を上廻る部門の数ほ，物的生産部門の総数  

19部門のうち，9部門となっている。さらに，この計測結果を，さきの表6お  

よび表7と比較吟味すれば，物的生産部門に属する各部門を，つぎの4つのタ  

イプに類型イヒすることができるであろう。まず，その第1のタイプほ，四国地  

域の産出比率およびその地域内消費比率が低ぐて，移出率も低い部門であり，  

これは，当該地域内で細々と経済活動を営んでいる，いわば「遣り繰り塾の劣  

位産業」である，とよぶことができよう。たとえば，四国地域の物的生産部門  

のうち，石炭・亜炭（1．9％→1・9％→0・0％），金属製晶（0小8％→1・2％→29・4  

％），窯業・土石製品（1・7％→2い5％→30・9％）といった部門が，これにほか  

ならない。つぎにり 第2のタイプは，産出比率および地域内消費比率は低い  

が，移出率は逆忙高い部門であり，これは，地域内の生産基盤が脆弱であるに  

もかかわらず，地域内消費を切り詰めて他地域へ移出する，いわば「痩せ我慢  

型の劣位産業」である，と称することにしよう。このタイプに属する四国地域  

の物的生産部門としては，石油・石炭製品（0・8％→2り5％→68小6％），－・般機  

械（1．0％→2．4％→58・8％），皮革・ゴム製晶（0・7％→1・4％→53・7％）とい  

った部門がその典型として指摘され，さらに繊維（0・8％→1・8％→53小2％）と  

鉄鋼（0．2％→0．．3％→51．8％）の2部門がこれに加えられる。また，第3のタ  

イプは，産業比率および地域内消費比率が高ぐて，移出率も高い部門であり，  

42）これは，地域の絵産出のうち，ちょうどその半分を当該地域内で消費し，残りの   

半分を他地域へ移出することを意味する。   
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これは地域内での比較優位な生産部門であり，しかもその市場を他地域にまで  

もとめているもので，いわば「他地域志向型の優位廃業．」である，とよぶこと  

ができる。このタイプに属する四国地域の物的生産部門としては，化学（1．9％  

→5・2％→63・0％），非鉄（4t・6％→10・9％→57．5％），パルプ・紙（3．2％→7．4  

％→56・3％），製材・木製品（2．3％→5．0％→53．8％）といった部門が指摘さ  

れる。最後に，第4のタイプは，産出比率および地域内消費比率ほ高いが，移  

出率ほ逝に・低い部門であり，これは，地域内での比較優位な生産部門であって  

も，その市場をもっぱら白地域内にもとめているもので，いわば「自地域志向  

型の優位慮業」である。四国地域の物的生産部門のうち，その典型と考えられ  

るのが，鉱業（除石炭・亜炭）（5．6％→6．0％→7．0％）および農林・水産（3．8  

％→5．．4・→29．8％）の2部門である。   

つぎに，輸送量分布係数モデルの適用結果を吟味することにしよう。まず最  

初に，表9－・1～表9－L19は，（2）式に．よって定義される比例配分された分布輸送  

量（方fブ）を各部門ごとに計測した結果である。すでに述べたように，この（2）  

式によってもとめられる分布輸送量（ざり）は，宜→j■両地域間の交易畳が，る地  

域の総発送最（ズ£．）および．グ地域の総到着畳（ズ．グ）の大きさに比例して生起  

するものとみなしたときに得られる推定値にほかならない4＄）。   

そこで，この推定値（ズり）を，表9－1～表9一二19によって直接吟味するより  

は，それに対応する実績値（晶′）－これほ，表5－1～表5－19によって示され  

ている－と比べることに．しよう。   

推定結果の精度を測定する基準として，われわれが用いたものほ，決定係数，  

不一・致係数，情報不確実度，およびx2・－・統計量の4指標である。これらの4指  

標を各部門別に計測した結果が，表10に要約されている。   

この表10より明らかなことは，これら4つの評価基準の値が部門間で大き  

く変動している，という事実である。たとえば，決定係数一乗績値（g‘ノ）の  

総変動のうち，推定値（X‘．グ）によって説明される比率－・について，これを  

述べれば，その傾がもっとも高い部門は，精密機械の94・5％で，速乾もっと  

も低い部門は，石炭・亜炭の39．9％となっている。また，上記4つの指標の  

間では，決定係数と情報不確実度およびx2一統計量との問では幾分異なった態  

43）ⅠⅠ章，第1節，参照。   
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様がみられる44〉ものの，全般的にみて，ほぼ′くラレルな動き－すなわち，決  

定係数の高い部門は，不一・致係数，情報不確実度およびx2・－∵統計量の値が低い  

という傾向－があることが，表10の計測結果より明らかとなる。   

そこで，上記4つの指標を総合的に勘案して，推定結果の良否を判定すれ  

ば，つぎのようになる。まず，（2）式の与える分布輸送量（gり）がその実績値  

（Ⅹ豆グ）に比較的良く適合している部門は，電気機械および精密機械の2部門45）  

で，これに続いて，・－・般機械，皮革・ゴム製品，輸送機械，パルプ・紙，化学，  

その他の製造業，金属製晶，非鉄といった部門であることがわかる。またこれ  

とは逆にり（2）式による推定結果の現実適合度が悪い部門ほ，石炭・亜炭，鉱  

業（除石炭・亜炭）および鉄鋼の3部門で，これに続いて，食料品，農林・  

水産，政経，製材・木製品といった部門であることが判明する46〉。   

最後に，表11－1～表11－19が示す各部門別輸送量分布係数（〝£タ）の推定結果  

を評価し，その特徴を明らかにしておこう。この輸送量分布係数（裾）は，（1）  

式に・よって明らかなように，現実の地域間交易畳（晶メ）が（2）式によっても  

とめられる比例配分された分布輸送量（ズfタ）に対して占める相対比率を与える  

ものである。したがって，その比率が1よりも大であるということは，（2）式  

による地域間交易畳の推定がその実績値に対して過小推定となっていることを  

44）たとえば，パルプ・紙部門の決定係数は85‖6％であり，精密機械（94‖5％），電   

気機械（91．．3％），輸送機械（90い9％）に・ついで物的生産部門中，第4位凌占めてい   

るが，その情報不確突度は0．513bitsで，物的生産部門中，第10位∴ またx2・－・統計   

盈は1．251で，第9位となっている。また，これとは逆に，化学部門の決定係数は   

78．、2％となっており，物的生産部門中，第10位．を占めているが，その情報不確実度   

およびx2－・統計盈は0．391bitsおよび0780で，物的生産部門中，それぞれ第5位   

および第4放となっている。  

45）この両部門の決定係数は，いずれも90％を上廻っており，さらに不一致係数およ   

び情報不確実度も物的生産部門中，もっとも小さい値となっている。  

46）このうち，石炭・亜炭および鉱業（除石炭・亜炭）の両部門は．，上記4つのいず   

れの指標についても推定結果の現実適合度が悪いことを示しているが，濃林・水産，   

食料品，製材・木製品の各部門ほ，決定係数および不一・致係数は比較的良くても，   

情報不確実度およびx2一統計量が悪く，またこれとは逆笹，鉄鋼および政経の両部   

門は，後者の指標が比較的艮ぐても前者の指標が悪くなっていることに，十分留意   

すべきである。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



地域間交易盈の計盈分析  ・－・∂05・－・  

意味しており，また，これとは逆に，その比率が1よりも小であるということ  

は，それが過大推定となっていることを意味しているヰ7）。   

この点に留意して，表11－1～表1ト19の計測結果を吟味すれは，つぎの諸  

点が明らかにされる。まず，その第1の点は，すべての部門について，地域内  

交易畳48）の輸送量分布係数（〝弱）は，すべての対象地域について1を大きく上  

廻っているという事実である。つぎに，その第2の点ほ，パルプ・紙と非鉄の  

2部門を除けば，他のすべての物的生産部門について，四国の地域内交易畳に  

対応する輸送量分布係数（〝£i）が，対象5地域のなかで，つねに最大値を与え  

ているという事実である。最後に，第3の点として，四国を中心とする地域間  

交易畳49）の推定について，（2）式による推定結果の現実適合度が比較的高い部  

門とそうでない部門とを区別することができる，という事実が明らかにされる  

ことである。   

以下，この3点について，さらに説明を加えることにしよう。まず，第1の  

点ほ，地域内交易畳の推定を（2）式によってもとめるとき，その推定値がその  

実庶備に比べて著しく過小に推定される傾向があるということを意味してい  

る。いま，これを四国の地域内交易急に対応する輸送量分布係数について述べ  

れば，とくにその推定値が過小となって－いる部門ほ，鉄鋼（〝名㍉＝57・2）を筆頭  

にして，石炭・亜炭（40・0），精密機械（35・3），織維（26．6），金属製品（26．4），  

その他の製造業（26・・3），電気機械（26・1）といった部門がこれに続いている50）。  

47）なお，この輸送盈分布係数（抑）の底を2とする対数をとったものは，情報理論   

において，宜～ブ間の相互情報盈（MutlユalInformation）とよばれるものにあたる。   

この相互情報量（log2抑′）を用いて判定すれば，宜→J■間の物資輸送盈が，宜地域の   

総移出畳とJ■地域の胎移入盈の独立性を仮定してもとめられる水準－す－なわち，   

（2）式の与える推定値－よりも大きければ，正となり，小さければ，負となり，   

さらに．それに等しければ，ゼロとなることが判明する。郡馬孝・井原健雄，前掲論文，   

1977年，p．81，参照。  

48）これほ．，地域間交易行列の対角要素を意味する。  

49）これは，地域間交易行列のうち，四国をその行または列としてもつ非対角要素を   

意味する。  
50）ここで注意を要することは，精密機械および電気機嫌の両部門について，四国の地   

域内交易盈に対応する輸送量分布係数（〝粥）の値が著しく高い－すなわち，過小推   

定になっている一に．もかかわらず，（2）式の与える分布輸送量（芯ノ）がその実窮値   
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また，第2の点は，この分布輸送量を対象地域別に吟味すれば，／くルブ・紙お  

よび非鉄の2部門で四国の地域内分布輸送量（10．0および7，9）が九州のそれ  

（11．2および10．7）を下廻っていることを除桝ま，四国の地域内交易畳の過小  

推定の程度が，対象5地域のなかでもっとも強く現われていることを意味して  

いる。したがって，この両者を勘案して導出できる結論ほ，地域内交易畳を推  

定する場合－とくに経済的自律度の低い四国地域のそれを推定する場合－－  

（2）式によってもとめられる計測結果をその推定値とすることほ，実績値に対  

比して著しく過小推定を行なうことに．なる，という点である51）。最後に，第3  

の点は，四国とその周辺地域との連関構造を，（2）式によっで各部門ごとに計  

測した結果にもとづいて評価するものである。そこで，いま，地域間交易畳の  

（2）式による推定値（gり）の誤差率を，その実繚億（gり）に対する推定値の比  

率－すなわち，Ⅹ乞ノ／晶ノーーとして定義し，その誤差率が，ある・一席の範囲  

内に入るか香かで，推定結果の良否を判定する－たとえば，ズ£′／＆ブ＜9／10  

またほ．方り／ズ乞タ＞11／10を非許容領域として，予めきめておき，もとめられた  

推定値（ズ名タ）が（9／10）ズ豆グ≦ズ富グ≦（11／10）ズ乞．タで示される領域に入る場合に  

ほ，その推定値を許容された推定値とみなす一基準を用いることに．しよ  

う52）。この判定基準に．準拠して，各地域間交易畳の推定結果を，各部門別およ  

び各地域別叱評価すれば，つぎの諸点が明らかに／なる。まず，四国と近畿との  

連関構造について，上記の基準をみたす部門は，政経部門のみである。つぎ  

に，四国と中国との連関構造について，上記の基準をみたすものは，食料品お   

（晶′）に．もっとも良く適合している部門として，その両部門をいずれも指摘したこ   
とである。このことは，対象5地域のなかで四国地域の占める相対的比重が著しく   
低いことを端的に反映しているものと思われる。  

51）なお，輸送盈分布係数モデルでは，（2）式によってもとめられる計測結果（ズ粥）   
を直接それに対応する実績値の推定値としているのではなく，（3）式に・よって明ら   
かなように．，それを輸送量分布係数（抑）のなかに．組み込んで，間接的にその推定値   
をもとめているのである。したがって，ここでの結論は，現実の地域内交易盈（ズ出）   

と比例配分された分布輸送盈（ズ化）との適合度についてのみ，言及しているもので   
ある。  
52）この基準によれば，表1ト1～表1ト19の示す輸送盈分布係数（〝り）が10／11≦〝り   
≦10／9の条件をみたすとき，許容されるものとなる。   
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よび化学の2部門であり，最後にり 四国と九州との連関構造については，－・般  

枚械部門のみであることが判明するさ8）。このことは，四国とその周辺地域との  

連関構造を，（2）式の与える推定結果によって短絡的に現実近似することは，  

総じて大きな誤差率を招きやすく，敢えてそれを行なえば，実紆借との大幅な  

帝離を惹起することに．なる，という事実をわれわれに教えているものである。   

§2．因子分析モデルの適用   

つぎに，田子分析モデルに注目し，その実証分析の内容を，前節と同様に，  

i）利用したデータ，ii）それにもとづく計算結果，iii）その結果に対する評  

価，にそれぞれ分けて，順次，説明を行なうこと．にする。   

〔データ〕   

田子分析モデルでほ，さきの輸送量分布係数モデルとは異なり，地域間の連  

関構造を反映するものと思われる共通因子を，すべての物的生産部門について  

給体的に．とらえ．ようとするものである。したがって，この分析のために必穿と  

なるデータは，特定の2地域－すなわち，その1つは移出地域であり，他の  

1つは移入地域である一について，表2のように与えられねばならない。   

そこで，まず，地域の指定をつぎの3つのグル1－・プに分けて行なうことにし  

た。その第1のグル・－・プとほ，四国を移出地域として取り扱かうもので，さら  

にり移入地域としては近畿，中国，九州およびその他地域をそれぞれ指定する  

ことによって，合計4通りの場合が考えられる。つぎに，第2のグル・－・プとほ，  

四国を移入地域として取り扱かうもので，これもまた，移出地域として近畿，  

中国，九州およびその他地域を・それぞれ指定することによって，合計4通りの  

場合がある。そして，最後に，第3のグル－・プとは，四国の地域内交易畳を他  

地域との関連でとらえるものであり，したがって，この場合，四国が移出地域  

および移入地域として取り扱かわれることになる。   

この9通りの場合について，まえと同じ昭和45年を対象年次とする地域間交  

53）ただし，ここでは，四国を移出地域としてみても，また移入地域としてみても，   
上記の判定基準をともにみたす地域のみに言及している。したがって，たとえば，   

／くルプ・紙部門について，四国→近畿，および四国→九州の地域間交易盈の推定は，   
上記の判定基準をともにみたしてはいるが，当該地域から四国への移入に∴ついては，   
上記の判定基準をいずれもみたしていないがゆえに，ここでは捨象されている。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報17  J977  ・－β0∂・－  

易畳の実蹄値－これほ，表5－1～表5－19に示されている一・をもとにして－，  

それを表2の形式に組み替えた結果が，表12－・1～表12－・9にほかならない。し  

たがって，その第1列ほ，当該2地域間の交易羞（晶タ）を表わしており，ま  

た第2列ほ，移出地域の総産出（晶．）を，さらに第3列は，移入地域の総投  

入（．方り）を，それぞれ表わしている。  

表ほ－1四囲「→近畿の地域間交易に関するデータ  

（単位：100万円）  
四国一→近畿の交易量  四国の総産出   近畿の総投入   

（Xij）   （Ⅹi．）   （Ⅹ．j）   

48，513   478，β83   1，461，596  
2   0   9，607   122，438   
3   1・，585   163，021   449，701   
4   32，871   338，498   1，901，886   
5   97，914  356，609   5，237，325   
6   23，525   177，057   643，538   
7   39，250   199，810   544，004   
8   3，444   13，、301   197，404   
9   82，415   341，068   1，438，047   
10   15，847   82，625   663，097  

11，628   72，334   545，239   
12   6，459   43，243   3，852，869   
13   88，819   267，623   524，618   
14   2，636   45，743   859，838   
15   26，640   208，32（）   1，939，576   
16   1、7，940 72，260   1，565，891   
17   12，029   149，872   1，251，314   
18   820   8，469   190，319   
19   11，463   55，587   863，290  
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表12－2 匹卜国→中国の地域間交易に関するデータ  

（単位：100万円）  

四国→ぞ碧j？交易量  匹I国のj捻産出   
中国の総投入   

（Xi．）   （Ⅹ．j）   

1   16，848   478，883   613，388   
2   0   9，607   61，221   
3   1，232   163，021   387，443   
4   21，650   338，498   677，964   
5   19，742   356，609   2，052，944   
6   7，543   177，057   225，216   
7   12，631   199，810   130，481   
8   429   13，301   56，661   
9   32，388   341，068   652，824   
10   20，784   82，625   342，664   
11   2，451   72，334   198，624   
12   4，220   43，243   1，691，942   
13   7，372   267，623   136，330   
14   8，150   45，743   224，672   
15   15，927   208，320   740，468   
16   1，064   72，260   386，589   
17   1，655   149，872   608，890   
18   287   8，469   58，813   
19   1，052 55，587   218，042   

表ほ－き 四国→九州の地域間交易に関するデータ  

（単位：100万円）  

変丑（β）  四国→九州の交易畳  四国の紙座出   九州の稔投入   
（Ⅹij）   （Ⅹi．）   （Ⅹ．j）   

1   6，040   478，883   979，616   
2   0   9，607   88，329   
3   595   163，021   225，144   
4   9，108  338，498   1，049，948   
5   7，248   356，609   1，641，017   
6   9，352   177，057   270，207   
7   12，490   199，810   156，571   
8   788   13，301   72，710   
9   8，720   341，068   474，899   
10   14，737   82，625   318，892   
11   6ユ6   72，334   288，593   
12   2，979   43，243   1，258，167   
13   3，112   267，623   116，654   
14   1，157   45，743   266，196   
ユ5   11，209   208，320   510，047   
16   1，415   72，260   390，870   
17   1，259   149，872   531，235   
1・g   234   8，469   63，711   
19   1，602   55，587   269，959  
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表12－4 四国→その他の地域間交易に関するデータ  

（単位：100フラ円）  

変成（β）  四国→その他の交易畳  匹＝司の絶産出   その他の稔投入   
（Xij）   （Xi．）   （Ⅹ．j）   

71，160   478，883   5，347，739   
2   0   9，607   230，690   
3   7，992   163，021   1，488，744   
4   44，449   338，498   6，164，058   
5   64，866   356，609   10，517，844   
6   54，797   177，057   2，251，598   
7   48，085   199，810   1，751，036   
8   2，476   13，301   597，804   
9   91，309   341，068   3，712，978   
10   5，314   82，625   1，879，516   

7，671   72，334   1，796，907   
12   8，726   43，243   6，612，124   
13   54，647   267，623   1，552，685   
14   1，493   45，743   2，353，035   
15   68，644   208，320   5，247，168   
16   7，585   72，260   5，378，221   
17   43，535   149，872   5，220，739   
18   1，476   8，469   888，831   
19   4，414   55，■587   2，744，129   

表12－5 近畿→四国の地域間交易に関するデータ  

（単位：100万円）  

変風（β）  近畿一→四国の交易蒐   近畿の紙座出   四国の絶技入   
（Xii）   （Xi．）   くⅩ．j）   

1   3，485   928，914   396，223   
2   0   99，444   12，893   
3   1，990   447，915   158，369   
4   44，861   2，018，564   363，069   
5   91，847   5，707，265   347，924   
6   8，850   645，207   122，758   
7   5，185   434，606   117，509   
8   7，464   277，428   23，501   
9   47，768   1，410，621   274，559   
10   36，531   540，119   103，585   

10，664   539，016   85，139   
12   46，646   4，058，093   113，995   
13   6，332   402，030   132，167   
14   38，869   1，24‘7，142   101，762   
15   82，921   2，345，332   263，003   
16   43，897   1，742，399   185，910   
17   4，595   866，226   195，335   
18   3，917   172，024   23，166   
19   20，789   924，946   106，486  
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表12－6 中国→四国の地域間交易に関するデータ  

（単位：100万円）  

変鼠（β）  中国一→四国の交易畳  中国の総産出   四国の捻投入   
（Ⅹij）   （Ⅹi．）   （Ⅹ．j）   

8，971   646，916   396，223   
2   66   51，884   12，893   
3   463   406，712   158，369   
4   23，391   640，718   363，069   
5   23，965   2，328，928   347，924   
6   10，043   298，130   122，758   
7   6，971   154，281   117，509   
8   1，783   36，001   23，501   
9   35，313   886，596   274，559   
10   30，020   636，994   103，585   

5，881   256，047   85，139   
12   17，521   1，996，323   113，995   
13   1，873   179，807   132，167   
14   4，571   152，798   101，762   
15   24，382   556，469   263，003   
16   1，297   141，150   185．910   
17   15，453   742，632   195，335   
18   501   19，747   23，166   
19   701   118，627   106．486   

表ほイ 九州・→四国の地域間交易に関するデータ  

（単位：100万円）  

九州一→四国の交易盈  九州の7捻産出   四国の総投入   
（Xij）   （Xi．）   （X．j）   

11，329   1，199，815   396，223   
2   1，640   116，850   12，893   
3   1，440   240，276   158，369   
4   6，949   1，021，567   363，069   
5   18，254   1，798，396   347，924   
6   9，257   290，059   122，758   
7   4，487   152，816   117，509   
8   1，825   72，669   23，501   
9   8，888   436，575   274，559   
10   1，932   202，785   103，585   

7，325   358，881   85，139   
12   12，726   1，489，564   113，995   
13   2，545   159，860   132，167   
14   2，983   148，972   101，762   
15   9，009   329，955   263，003   
16   4，787   211，418   185，910   
1L7   1，576   274，722   195，335   
18   117   16，971   23，166   
19   1，451   134，963   106，486  
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表12－8 その他→四国の地域間交易に関するデータ  
（単位：100万円）  

変鬼（β）  その他→四国の交易畳  その他の総産出   四l司の総投入   
（Ⅹij）   （Ⅹi．）   （Ⅹ．j）   

36，116   5，544，034   396，223   
2   1，580   237，786   12，893   
3   2，859  1，451，477   158，369   
4   57，448   6，137，578   363，069   
5   47，019   9，605，856   347，924   
6   12，768   2，102，864   122，758   
7   13，512   1，758，088   117，509   
8   6，265   548，681   23，501   
9   56，354   3，478，447 274，559   
10   9，159   1，845，231   103，585   
11   11，301   1，688，224   85，139   
12   16，243   5，941，874   113，995   
13   7，744   1，453，134   132，167   
14   23，032   2，210，848   101，762   
15   60，791   5，260，186   263，003   
16   91，673   5，740，254   185，910   
17   82，317   5，774，061   195，335   
18   12，979   1，007，629   23，166   
19   46，489   2，967，783   106，486   

表12－9 匹Ⅰ国→四国の地域内交易に関するデータ  

（単位：100万円）  

要道（β）  四国の地域内交易畳  四国の総産出   四国の総投入   
（Ⅹii）   （Ⅹi．）   （Ⅹ．i）   

336，322   478，883   396，223   
2   9，607   9，607   12，893   
3   151，617   163，021   158，369   
4   230，420   338，498   363，069   
5   166，839   356，609   347，924   
6   81，840   177，057   122，758   
7   87，354  199，810   117，509   
8   6，164   13，301   23，501   
9   126，236   341，068   274，559   
10   25，943   82，625   103，585   

49，968   72，334   85，139   
12   20，859   43，243   113，995   
13   113，673   267，623   132，167   
14   32，307   45，743   101，762   
15   85，900   208，320   263，003   
16   44，256   72，260   185，910   
17   91，394   149，872   195，335   
18   5，652   8，469   23，166   
19   37，056   55，587   106，486  
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〔計算結果〕   

この因子分析モデルを，さきの表12－1～表12－9に．適用した結果が，つぎの  

表13一・1～表13一9，表14－1～表14－9，および表15－・1～表15－・9にそれぞれまと  

められている。まず最初に．，表13－1～表13－9は，上述した9通りの場合につ  

いて，各変星間の相関係数を，それぞれもとめた計舞結果である。  

表柑－1四国一→近畿の地域間交易に関する相関係数  

四国の捻産出   近畿の稔投入   

（Ⅹi．．）   （Ⅹ…i）   

四国→近畿の  
交易畳（Xii）   

1．0   0り783   0457   

四国の総産出  
（Ⅹi．）   0．783   1．0   0388   

近畿の総投入  
（Ⅹ巾j）   

0，457   0．388   10   

表lき－2 匹Ⅰ国→中国の地域間交易に関する相関係数  

四国の絵産出   中国の稔投へ   

（Ⅹi．）   （Ⅹ．．j）   

四国→中国の  
交易量（Ⅹij）   

1．0   0．725   0．372   

四国の稔産出  
（Ⅹi．）   

0‖725   1‖0   0．388   

中国の総投入  
（Ⅹ．j）   

0“372   0．388   10  
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表柑－3 四国→九州の地域間交易に関する相関係数  

ユタ77  －∂ヱ4・－  

四国の総産出   九州の総投入   

（Xiい）   （X，．j）   

四国一→九州の  
交易量（Xij）   

1．0   0．482   0．240   

四囲の絶産出  
（Ⅹi．）   

0482   1．0   0549   

九州の総投入  

（X＝j）   

0240   0い549   1一0   

表柑－ヰ 四国→その他の地域間交易に関する相関係数  

四国→その他の  四国の総産出  その他の稔投入   

交易量 （Ⅹij）   （Ⅹi．）   （Ⅹ。j）   

四国→その他の  
交易畳（Xij）   

1小0   0873   0‖467   

四国の総産出  
（Ⅹi”）   

OJ873   1．．0   0534   

その他の総投入  
（Ⅹ，．j）   

0467   0‖534   10   

表柑－5 近畿→四国の地域間交易に関する相関係数  

変畳（β）  近畿→四国の   近畿の線度出   四国の総投入   

交易畳（Ⅹij）   （Ⅹi．）   （X．j）   

近畿→四国の  
交易量（Ⅹij）   

1‖0   0833   0．514   

近畿の稔産出  
（Xi．）   

0．833   1nO   0525   

四国の総投入  

（Ⅹ．j）   
0。．514   0．525   10  
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表13－6 中国→四国の地域間交易に関する相関係数  

・－－・gJ∂－  

中国の総産出   四国の総投入   

（Xi．）   （X…j）   

中国・→四国の  
交易蚤（Xij）   

10   0614   0565   

中国の総産出  
（Xi．）   

0．614   1，0   0506   

四国の総投入  
（X小j）   

0。565   0．506   10   

表13－7 九州→四国の地域間交易に関する相関係数  

変畳（β）  九州→四国の   九州の総産出   四国の総投入   

交易盈（Xij）   （Ⅹi…）   （X，．j）   

九州・→四国の  

交易鼠（Ⅹij）   
10   0．869   0．649   

九州の総産出  
（Ⅹi）   

0869   1．0   0，666   

四国の絶技入  
（Xj）   

0小649   0．666   1り0   

表柑－8 その他→四国の地域間交易に関する相関係数  

その他→四国の  その他の捻産出  四国の総投入   

交易畳 （Xij）   （Ⅹiい）   （Ⅹ．j）   

その他→四国の  
交易塵 （Xij）   

10   0708   0．594   

その他の稔産出  
（Xi巾）   

0．．708   1‥0   0い790   

四国の総投入  
（X‖j）   

0，594   0‥790   10  
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表柑－9 四国→四国の地域内交易に閲す－る相関係数   

－∂Jβ一  

四国の捻産出   四国の総投入   

（Ⅹiり）   （Ⅹ小i）   

四国の地域内  
交易星（Xii）   

1‖0   0925   0873   

四国の総産出  

（Ⅹi，．）   
0．925   10   0．897   

四国の総投入  
（Ⅹいi）   

0．873   0．897   1．0  

っぎにり表14－1′・・ノ表14－・9は，この9通りの場合の相関係数行列を出発点と  
して・，主因子解法にもとづき，因子負荷畳（FactorLoadingS）およびその  

共通庶（Communalities）をもとめた計算結果を表わしている。  

表川－1四国→近畿の地域間交易に関する因子負荷違および共通度   

第1因子負荷盈  第2因子負荷盈  共  通  度  

（′わ1）   （α2）   （ゐβ）   

四国→近畿の  

交易畳（Ⅹij）   
0922   0030   0‥852   

四国の総産出  
（Xiり）   

0853   －0小144   0い748   

近畿の総投入  
（Ⅹ．j）   

0489   0196   0．277  

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



地域間交易畳の計畳分析  ・－∂ヱ7－  

表14－2 匹個→中国の地域間交易に関する因子負荷量および共通度  

第1因子負荷畳  第2因子負荷星  共  通  度   

（αβ1）   （αβ2）   （毎）   

四国→中国の  
交易畳（Ⅹij）   0。842   －0061   0．712   

四国の総産出  
（Ⅹi．）   

0小860   －0001   0．740   

中国の総投入  

（Ⅹ．．j）   
0り451   0115   0い217   

表】4－3 四国→九州の地域間交易に関する因子負荷畳および共通度  

第1因子負荷量  第亭因子負荷量  共  通  度   

（¢β1）   （伽2）   （ゐβ）   

四国一→九州の  
交易畳（Ⅹij）   0．539   0．325   0‖396   

四国の総産出  
（Ⅹi．）   0．883   0017   0780   

九州の絵投入  

（Ⅹ．j）   
0627   －0303   0一485   

表14－4 四国→その他の地域間交易に関する因子負荷最および共通度  

第1因子負荷量  第2因子負荷畳  共  通  度   

（伽1）   （（？封）   （ん）   

四国→その他の  
交易畳（Ⅹij）   0．906   －0145   0．842   

四国の稔産出  
（Ⅹi．）   

0小968   0031   0．938   

その他の捻投入  
（Ⅹ．．j）   

0．546   0。186   0332  
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表14－5 近畿→四国の地域間交易に関する因子負荷畳および共通皮  

第1因子負荷畳  第2因子負荷盈  共  通  度  

しけメ11   （αβ2）   （ゐβ）   

近畿→四国の  
交易鼠（Ⅹij）   

0906   －0049   0，823   

近畿の総産出  
（Xi．）   

0り918   －0010   0．843   

四国の総投入  

（Ⅹ．j）   
0573   0094   0337   

衰14－6 中国→四国の地域間交易に関する因子負荷鼠および共通度   

第1因子負荷最  第2因子負荷盈  共適  度  

（伽1）   し〟β2）   （ゐβ）   

中国→四国の  0小821   －0004   0小673   
交易盈（Xij）  

中国の総産出  
（Ⅹi）   

0747   －0084   0．565   

四国の総投入  
（X。．j）   

0．688   0097   0‖483   

表14－7 九州→四国の地域間交易に関する因子負荷墓および共通度   

第1因子負荷盈  第2因子負荷盈  共  通  度  

（伽l）   （αβ2）   （ゐβ）   

九州→四国の  
交易盈（Ⅹij）   

0．922   －0053   0り854   

九州の線度出  
（Xi。．）   

0い941   －0010   0一．885   

四国の総投入  

（Ⅹいj）   

0709   0083   0い509  
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衰14－8 その他→四国の地域間交易に関する因子負荷畳および共通度  

第1因子負荷最  第2因子負荷盈  共  通  度   

し〝メ1†   （αβ2）   （ゐβ）   

その他→四国の  
交易盈（Ⅹij）   

0，744   0162   0．579   

その他の総産出  
（Ⅹiい）   

0951   0005   0．905   

四国の総投入  
（X．．j）   

0831   －0151   0，714   

表川－9 四国→四国の地域内交易に関する因子負荷患および共通度  

第1因子負荷量  第2因子負荷量  共  通  度   

（伽1）   （伽2）   （毎〉   

四国の地域内  
交易畳（Xii）   0．949   －0，038   0903   

四国の総産出  
（Ⅹi．）   

0，974   －0003   0．948   

四国の総投入  
（Ⅹ．i）   

0921   0042   0．850  

最後に，表15－・1～表15－9ほ，主因子解法によって抽出された共通因子のそ  

れぞれについて，物的生産部門に属する各部門別の因子得点（FaetorSeores）  

を，上述した9通りの場合について，それぞれもとめた計算結果を表わしてい  

る。   
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表15－1四国→近畿の地域間交易に関する因子得点  

Jタ77  －・∂20・－  

部 門  第1因子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（fα．）  子得点（fα2）  （α）  子得点（fαl）  子得点（fα2）   

0282   －0い137   －0．137   0い003   

2   －0234   －0135   12 －0．135   0．164   

3   －0136   0り344   13   0344   0，．012   

4   0133   －0191   14   －0191   0‖019   

5   0500   0030   15   0030   －0い007   

6   －0019   －0093   16   －0093   0，062   

7   0068   －0082   17   －0い082   －0‖024   

8   －0214   －0“230   18   －0230   0い01・4   

9   0367   －0小143   19   －0143   0り030   

10   －0109   0009   

表15－2 四国→中国の地域間交易に関する因子得点  

部 門  第1医l子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（fα1）  子得点（fα2）  （α）  子得点（fα1）  子得点（fα2）   

0360   －0163   11   －0．163   －0．002   

2   －0250   －0110   12   －0‖110   0い089   

3   －0一091   0056   13   0056   ⊥0．008   

4   0294   －0，123   14   －0123   －0い025   

5   0344   0り122   15   0122  －0．006   

6   －0017   －0，171   16   －0．171   0‖016   

7   0055   －0089   17   －0089   0．036   

8   －0242   －0247   18   －0“247   －0‖009   

9   0413   －0小192   

19  －0．192   
0．003   

10   0052   －0062  
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表15－3】四国→九州の地域間交易に関する因子得点  

－－・β2ヱ－  

部 門  第1因子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（fαl）  子得点（fα2）  （α）  子得点（f。l）  子得点（f。2）   

1   0438   －0159   －0．159   －0．051   

2   －0“260   －0．067   12   －0067   －0．231   

3   －0059   0071   13   0071   0058   

4   0．304   －0189   14   －0189   －0038   

5   0377   0107   15   0107   0．121   

6   0029   －0142   16   －0142   －・0．059   

7   0“067   －0．036   17   －0036   －0086   

8   －0251   －0．262   18   －0262   －0．014   

9   0240   －0い173   19   －0．173   －0．029   

10   －0035   0221   

表15－4 四国→その他の地域間交易に関する因子得点  

部 門  第1因子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（fα1）  子得点（fα2）  （α）  子得点（f〃1）  子得点（f。2）   

1   0475   －0163   －0163   0014   

2   －0261   －0179   12   －0179   0小084   

3   －0．052   0170   13   0170   －0小078   

4   0．253   －0206   14   －0206   0036   

5   0．331   0“138   15   0138   －0132   

6   0．061   －0150   16   －0150   0091   

7   0074   0016   17   0小016   －0044   

8   －0250   －0257   18   －0，257   －0029   

9   0．340   －0186   19   －0186   0小037   

10   －0154   0038  
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表t5一－5 近畿→四国の地域間交易に関する因子得点  

J977  ー・∂22－ 

部 門  第1因子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（fα1）  子得点（fα2）  （α）  子得点（董α1）  子得点（fα2）   

1   －0081   －0137   －0，137   －0．008   

2   －0“225   0，298   12   0り298   －0．023   

3   －0“165   －0り157   13   －0157   0012   

4   0160   0031   14   0，031   －0038   

5   0，643   0．314   15   0314   －0041   

6   －0，129   0．105   16   0105   －0．015   

7   －0161   －0115   17   －0：115   0．038   

8   －0．181   －0203   18   －0203   －0．021   

9   0．106   －0063   19   ・－0063   －0．013   

10   －0，037   －0040   

表ほ－6 中国→四国の地域間交易に関する因子得点  

部 門  第1因子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第、2因子の因   
（α）  子得点（fα1）  子得点（fク2）  （α）  子得点（fα1）  子得点（f．α2）   

0111   －0129   －0129   －0012   

2   －0249   0213   12   0．213   －0“117   

3   －0126   －0153   13   －0153   0，012   

4   0237   －0146   14   －0．146   0002   

5   0439   0184   15   0184   0037   

6   －0063   －0，136   16   －0．136   0．035   

7   －0113   0083   17   0083   －0002   

8   －0228   －0243   18   －0243   －0020   

9   0339   －0186   19   －0小186   0006   

10   0．167   －0．030  

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



地域間交易盈の計量分析  

表15－7 九州→四国の地域間交易に関する因子得点  

－・∂2∂－・  

部 門  第1因子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（f。．）  子得点（fα2）  （α）  子得点（fα1）  子得点（fα2）   

0334   －0。008   －0008   －0小053   

2   －0190   0375   12   0．375   －0069   

3   －0136   －0139   13   －0139   0014   

4   0小199   －0“139   14   －0139   －0003   

5   0602   0053   15   0053   －0003   

6   0020   －0072   16   －0b72   0012   

7   －0106   －0118   17   －0小118   0小054   

8   －0．．195   －0242   18   －0242   －0005   

9   0小079   －0171   19   －0171   0016   

10   －0146   0．011   

表15－8 その他→四国の地域間交易に関する因子得点  

部 門  第1因子の園  第2園子の闇  部 門  第1園子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（fα1）  子得宙（fα2）  （α）  子得点（fαl）  子得点（fα2）   

0241   －0167   －0167   －0004   

2   －0．303   0130   12   0130   0．027   

3   －0小162   －0．167   13   －0い167   －0．060   

4   0289   －0113   14   －0“113   0020   

5   0500   0194   15   0194   0．016   

6   －0123 0227   16   0227   0．182   

7   －0147   0小223   17   0223   0．146   

8   －0273   －0236   18   －0236   0050   

9   0．077   －0。037   19   －0037   0093   

10   －0．152   －0．026  
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表t5－9 匹l国→四国の地域内交易に関する因子得点   

部 門  第1因子の因  第2因子の因  部 門  第1因子の因  第2因子の因   
（α）  子得点（f。1）  子得点 （董α2）  （α）  子得点（fαl）  子得点（f。2）   

0574   －0144   －0144   －0018   

2   －0261   －0184   12   －0184   0025   

3   0亘047   0小105   13   0105   －0036   

4   0小348   －0177   14   －0177   0007   

5   0一310   0076   15   0076   0067   

6   －0008   －0112   16   －0，112   0050   

7   0016   0001   17   0“001   0017   

8   －0257   －0小262   18   －0262   －0019   

9  O 236 －0，162  19   －0162   0，006  

10  －0147  0016  

〔評価〕   

さて，つぎに，われわれの試みた因子分析モデルの適用結果を吟味すること  

に．しよう。このモデルほ，四国とその周辺地域との連関構造を，物的生産部門  

の地域間交易に関する3変盈－すなわち，i）特定2地域間の交易畳（ズf′），  

ii）移出地域の総産出量（芯，），およびiii）移入地域の絵投入量（ズ．．．ブ）一の  

根底に潜む共通因子を探索することによって，総体的に解明することを意図し  

たモデルである。   

まず，その出発点となる当該3変星間の相関係数を，叙上り9通りの場合に  

それぞれ分けてもとめた結果が，表13－1～表13－9に示されている。このう  

ち，表13－・1～表13－4ほ，いずれも四国を移出地域としてみた場合の地嘩間交  

易に関する相関係数を表わしているのに対し，表13－5～表13－8は，いずれも  

四国を移入地域としてみた場合の地域間交易に関する相関係数を表わしてい  

る。そして，最後の表13一・9は，四国の地域内交易に関する相関係数を表わし   
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て－いる5ヰ）。   

そこで，まず，この表13－1～表13－9を吟味することにより，つぎの諸点が  

明らかになる。まず，その第1点ほ，四国を移出地域としてその周辺地域との  

連関構造を分析すれば，四国の相手地域55〉として九州を選ぶ場合を除いて，  

四国から相手地域へ移出される交易畳（ズゴ′）は，相手地域の総投入量（gり）  

よりも，四国での胎産出量（．方才〟）と比較的高い相関関係を有する，という事  

実である。この点については，たとえば，四国から近畿への物的生産の移出  

量（晶′）と四国におけるその総産出量（ズま．）との相関係数が0・783で当該3変  

畳の間でもっと高い，ということからも容易に首肯されよう。このことほ，四  

国の相手地域として－，中国およびその他地域を選んでも妥当するが，しかし，  

九州を選ぶ場合にほ妥当しない，という点に十分留意すべきである。なぜな  

ら，表13－3からも明らかなように，四国から九州への物的生産の移出量（晶メ）  

と，四国に・おけるその絵産出量（．箭．．）との相関係数（γズり，恥＝0・482）は，その  

ほかの場合と比較して著しく低いばかりでなく，しかも四国の総産出量（晶．）  

と九州の総投入量（Ⅹいメ）との相関係数（γズ‘．．．ヱ・リ＝0・549）よりも低く現われて  

いるからである。このことは，四国を移出地域としてその周辺地域との連関構  

造をとらえるとき，その相手地域として九州を選ぶ場合と，近畿，中国および  

その他地域を選ぶ場合とを区別する必要があることを示唆している。そして，  

この後者の場合にほ，四国からの移出量（ズ£グ）が，相手地域による需要側の要  

因（．方．メ）よりも，むしろ移出地域としての四国という供給側の要因（g£．）と  

一層密接な関係を有している，という事実が判明する。  

つぎに，その第2点ほ，四国を移入地域としてその周辺地域との連関構造を  

分析すれば，四国の相手地域56）としてその他地域を選ぶ場合を除いて，相手  

地域から四国へ移入される物的生産の移入畳（ズり）は，四国の総投入量（ズ小ノ）  

よりも，相手地域の総産出量（あ、．）と比較的高い相関関係を有する，という  

54）この場合を形式的に述べれば，四国を移出および移入の両地域としてみ．ている結   

果，表13－9は，四国の地域内自給畳に関する相関係数である，と解釈することもで   

きる。  
55）したがって，移入地域を意味する。  

56）したがって，移出地域を意味する。   
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事実である。この点は，たとえば，近畿から四国が移入する物的生産の移入畳  

（ズり）と，近畿におけるその絵産出量（．芯．）との相関係数が0．833となってお  

り，しかもこれが当該3変畳の間でもっとも高いということからも明らかであ  

ろう。また，これと同じ関係が，移出地域として中国および九州を選ぶ場合に  

ついても保持される57）。しかし，その他地域を四国の相手地域として選ぶ場合  

には，叙上の関係は成立しない。なぜなら，表18－8からも明らかなように，  

その他地域から四国が移入する物的生産の移入畳（晶ブ）と，その他地域に．おけ  

るその絵産出量（ズ名・）との相関係数（γ∬£′．甘い＝0・708）ほ，その他地域の総産出  

量（晶・）と四国の総投入量（ズいブ）との相関係数（γズい．ズ・．′＝0．790）よりも幾分  

低くなっているからである。このことほ，四国を移入地域としてその周辺地域  

との連関構造をとらえるとき，その相手地域として－その他地域を選ぶ場合と，  

近畿，中国および九州を選ぶ場合とを区別する必要があることを示唆してい  

る。そして－，この後老の場合には．，四国への移入畳（晶7）が，四国に．おける需  

要側の要因（g・プ）よりも，むしろ相手地域に．よる供給側の要因（あ．）と一層  

密接な関係があることを，われわれに教えている。   

最後に・，第3点として指摘されることほ，四国の地域内交易に関する相関係  

数がきわめて高い，という事宍である。このことは，表13－9によって－容易に  

確かめられるように，四国の地域内交易に関する3変畳－すなわちi）四国  

の地域内交易畳（あi），ii）四国の絵産出量（晶．），およびiii）四国の総投入  

量（ズ．ブ）一によってもとめられたいずれの相関係数も，さきの地域間交易に  

関する3変畳のそれを大きく上廻っている，という事実によって，計量的に確  

かめられる。そして，このことほ，また，地域内交易畳（品名）と地域間交易畳  

（あノ）との処理の仕方を明確に区別する必要があることを，強く示唆している  

ものと思われる。   

つぎに，この相閑係数表（表13－1～・表13－9）から推定される因子負荷畳お  

よびその共通度の推定結果を吟味することにしよう。ここで，因子負荷畳の推  

57）ただし，四国の相手地域として中国を選んだ場合には，九州および近畿を選んだ   

場合と比較して，この関係－すなわち，移出地域の総産出と地域間交易盈との相   

関係数がもっとも高いという事実－が，かなり拡散され，稀蒋化されている点に   

留意すべきである。表13・－・6，参照。   
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定とは，各変星間の相関係数を因子負荷畳行列58）の各要素に．分解することを  

意味するものである。・その方法として，われわれは，計算がやや複雑でほある  

が数学的にほ．厳密な主因子解法を用いることにした5g〉。この主因子解法は，ま  

た主成分法ともよばれるものであり，因子負荷畳行列の各要素の2乗和を順次  

最大にするように共通因子を抽出する方法である。したがって，この解法によ  

り因子負荷畳を推定することほ，各変星間の相関係数行列（点）のうち，その  

主対角要素を共通度60〉（んβ）でおきかえた行列（R－∫＋∬）の固有借と，この  

固有億に属する固有ベクトルをもとめる問題に帰着する61〉。   

なお，ここで注意を要することほ，因子負荷畳の推定にさきだって，なんら  

かの共通度を推定しておかなけれはならないという点である。なぜなら，因子  

負荷畳の推定にとって必要となる共通度ほ，（26）式に．よって－明らかなように，  

推定された因子負荷畳をもとにして，事後的に計算されるものだからである。  

このことは，理論的に．未解決の問題であるが，経験的にほ，すでに幾つかの方  

法が考え．られている62）。したがって，われわれの計算プログラムでは，反復計  

算に．よる因子負荷畳の収束性に注目し，行列（R－∫＋月■）の固有償およびそれ  

に属する固有ベクトルが十分必要な精度以内88）に収束したとき，計算を打ち  

切るように作成した。   

表14－1～表14－9は，このようにしてもとめられた因子負荷畳とその共通度  

を示している。このうち，表14－・1～表14－・4は，いずれも四国を移出地域とし  

てみた場合の地域間交易に関する因子負荷畳とその共通度であるのに対し，表  

58）これは，（12）式右辺のA，したがって（14）式，によって示される。  

59）計算が投経であるという難点は，コンビュ・一夕の発達によって綴和されており，   

現在では因子負荷盈の推定法として主田子解法がもっともよく用いられているよう   
に思われる。なお，その内容と計算手順匿ついては，ⅤⅠ章を，参照せよ。  

60）ⅠⅠ費，第2節の（26）式，参照。  

61）この点の詳細は，ⅤⅠ章の〔宍際の計静手順〕，参照。なお，因子分析を行なう場   

合，分析目的に．よっては因子相互間に相関関係があることを仮定することもあるが，   

われわれの場合には，因子は相互匿・無相関であるものと仮定していることに留忠す   

べきである。  
62）この点についてほ，たとえば，河崎俊ニ，前掲雷，1973年，pp小207－208，参照。  

63）これを具体的に述べれば，われわれの場合，固有億が正値をとり，しかもその差   

の絶対値が10■3以内に収まることを意味している。   
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14一5～表14－8ほ，いずれも四国を移入地域としてみた場合の地域間交易に関  

する因子負荷畳とその共通度を表わしている。そして，最後の表14－9は，四  

国の地域内交易に関する因子負荷畳とその共通度を与え．るものである。   

これらの討測結果を比較吟味することに．より，つぎの諸点が指摘される。ま  

ず，その第1点ほ．，四国を移出地域としてその周辺地域との連関構造を分析す  

れば，四国の相手地域として近畿，中国およびその他地域を選ぶかぎり，第1  

因子のみでもその連関構造を十分にとらえられるが，九州を四国の相手地域と  

して－選ぶ場合には，第2因子まで考慮する必要がある，という事実である。こ  

の点を，いま四国から近畿への物的生産の移出に関して補足すれば，第1変畳  

－すなわち，四国から近畿への移出量（晶′）－の共通度が，表14－1によ  

れば，0．．852となっているが，このうち第1因子の寄与率ほ（0．922）2≒0．850  

であることから判断して，四国と近畿との連関構造を第1因子のみでとらえて  

も十分であるといえよう。同様のこ．とが，四国と中国，および四国とその他地域  

との連関構造についても妥当する。ところが，四国と九州との連関構造は，上  

記の場合とその様相を異にしている。すなわち，表14－3より明らかなように，  

第1変量叫すなわち，四国から九州への移出量（晶ノ）－の共通度は，第1  

因子と第2因子をともに考慮したとして－も0り396にしかならないからである。  

したがって，この場合，第1因子に加えて，第2因子も抽出しておくことが必  

寮であろう64〉。   

つぎに，その第2点は，四国を移入地域としてその周辺地域との連関構造を  

分析すれば，四国の相手地域として近畿，中国および九州を・選ぶかぎり，第1  

因子のみでもその道閑構造を十分にとらえられるが，その他鱒域を四国の相手  

地域として選ぶ場合には，第2因子まで考慮する必要がある，ということであ  

る。この点を，近畿から四国への物的生産の移入に関して補足すれは，第1変  

畳－すなわち，近畿から四国が移入する物的生産の移入畳（．方g／）－の共通  

度は，0．823であるが，．このうち第1因子のみの寄与率が，（0・906）2≒0・821を占  

64）四国と近畿との連関構造に対応する固有値は，1い816，0‖060および一0，001であ   

るのに対して，四国と九州との連関構造に対・応する固童値は，1‥464，0．198および   

－0．001となっており，とくに．後者の場合，第2位の固有値が相対的に大きくなっ   

ている。   
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めていることから判断して，近畿と四国との連関構造を第1田子のみでとらえ  

ても十分であるということができるであろう。これと同じことが，中国と四国，  

および九州と四国の適開構造についても，それぞれ妥当する。しかし，その他  

地域と四国との連関構造については，第1因子のみでなく，さらに第2因子を  

も加えて■考慮しなければ，その正確な連間構造の把握を期しがたい。なぜな  

ら，この場合，第1因子のみの寄与率ほ，（0．744）2≒0．553で相対的に低く，  

これに第2因子の寄与率（0．．162）2≒0い026を加えたとしても，全体で0．579に 

しかならないからである郎〉。   

最後に，第3点として指摘されることは，四国の地域内交易に関する第1因  

子の因子負荷畳はきわめて大きく，その結果，第1因子の寄与率もきわめて大  

きい，という事実である。したがって，この場合には，第1因子のみによっ  

ても，四国の地域内交易に関する連関構造をとらえることが十分に可能である  

といえる66）。   

以上に．おいて，われわれは，表13－・1～表13－・9の示す相関係数を基礎とし  

て－，主因子解法に．より共通因子の抽出と，表14一1～表14－9の示す因子負荷量  

およびその共通度を推定した。し、うまでもなく，相関係数は座標軸のとり方と  

は無関係であることから，因子軸の絶対的位置についての情報は，・－・切含■まれ  

ていない。したがって，表14－・1～・表14－9のように推定された因子負荷畳とい  

えども，それは，任意に設定された基準軸への投影にすぎないのである。言い  

換えるならば，分析の結果として抽出された因子がもつ意味を理解するために  

は，その基準軸を回転させて，各因子の負荷畳に有意な差が生ずるように試み  

る必要がある，ということである。たとえば，バリマックス基準（Varimax  

Criterion）は，無相関の因子軸を回転させる場合のもっとも代表的な方法と  

して知られているものである67）。しかし，本稿では，因子軸の回転を行なって  

65）ここでもまた，近畿と四国との連関構造に対応する固有値は，1．992，0011およ   

び－0001であるのに対して，その他地域と四国との連関構造に対応する固有値は，   

2．149，0049および－0．001となっており，第2位の固有償が，後者の場合，相対   

的に大きくなっている。  
66）ちなみに，この場合の固有値は，2．．698，0‖003および－0．001となっている。  

67）土 

357－364，参照。   
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はいない。なぜなら，回転の問題とは，共通因子の解釈なりその意味づけが容  

易になるように基底を定めることであり，極論すれば，因子軸の回転を敢えて  

行なわなかったとしても，分析の結果，抽出された因子の解釈を与えることが  

できると考えたからである。したがって，われわれほ，上記の点に十分な考慮  

を払いながら，以上の分析を通して抽出した因子の解釈をつぎのように与えて  

おくことにする。まず，対象とした9通りのすべての場合に抽出された第1因  

子ほ，特定2地域間の経済的な結びつきの程度を表わす共通因子であると考え  

られる。したがって，この第1因子を，われわれほ，「地域連関度」とよぶこ  

とに．する。つぎに，四国を移出地域として九州との連関構造をとらえる場合  

と，四国を移入地域としてその他地域との連関構造をとらえる場合の双方に抽  

出された第2因子は，主として供給側の要因によって当該2地域間の経済的な  

結びつきが歪められる程度を表わすものと解釈される。したがって，この第2  

因子を，われわれは，「連関歪曲度」とよぶことにする。このとき，われわれ  

ほ，つぎのように述べることができる。すなわち，四国とその周辺地域との連  

関構造ほ．，「地域連関度」という共通因子によって基本的にほとらえられるが，  

ある特定の2地域間－すなわち，四国から九州をみた場合と，その他地域か  

ら四国をみた場合－の連関構造については，さらに．供給側の要因によって撹  

乱される結果，第2因子としての「連関歪曲度」をも明示的に考慮する必要が  

ある，と。   

なお，われわれは，因子負荷畳の推定に加えて，因子得点88）の推定も行な  

った。表15－・1～表15－・9は，その結果をまとめたものである。この因子得点を  

利用することによって，物的生産部門に属する各部門の類型化や，地域連関に  

関する総合指標の作成などが可能となるが，この点についての立ち入った分析  

は，因子軸の回転とともに，別の機会に譲りたいと思う。したがって，本稿で  

は，地域間交易に関する因子得点の詳細な検討は，差し控えることにし，表  

15－・1～表15－9は，あくまでも参考資料にとどめておく。  

ⅠⅤ  

以上，本稿において，地域間交易畳の計量分析を，四国とその周辺地域との  

68）これは，（12）式右辺のダ，したがって（13）式，の各要素の侶を意味する。   
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連関構造に限定して，行なった。その場合，とくに輸送量分布係数モデルと因  

子分析・モデルを取り上レデ，その各々について方法論的な検討を加えたうえ．で，  

その両モデルを上記の連関構造に．適用し，その両モデルの精度と有効範囲を明  

らかにするべく努め■てせた。その結果，われわれが，推定結果の分析を通じて  

明らかに．しえたことは，つぎの3点に要約することができる。  

1）四国の物的生産部門は，その他域内消費比率，産出比率および移出率を  

比較・吟味することによって，4つのタイプーすなわち，i）「遣り繰  

り塑の劣位産業」，ii）「■痩せ我慢型の劣位産業．」，iii）「他地域志向型  

の優位産業」，およびiv）「白地域志向型の優位産業」一に煩型化で  

きるということ。   

2）輸送量分布係数の推定結果について，地域内交易畳と地域間交易最との  

間に有意な差が検証され，とくに四国の地域内交易畳に対応する輸送量分  

布係数ほ，他地域と比べてきわめて高いということ。   

3）四国とその周辺地域との物的生産に関する連関構造ほ，「地域連関度」  

という共通因子に．よって基本的にはとらえられるが，しかしある特定の2  

地域間－すなわち，四国から九州をみた場合と，その他地域から四国を  

みた場合－の連関構造については，さらに供給側の要因によって撹乱さ  

れる結果，第2因子としての「連関歪曲度」をも明示的に考慮する必要が  

あるということ。   

このように．して，輸送量分布係数モデルと因子分析モデルの精度と有効範囲  

について－，若干の指摘をなしえたのであるが，本稿では十分に取りあげられ  

ず，なおわれわれに残されたいくつかの課題がある。最後に，それを他日に期  

すべく，以下の3項目に分けて整理し，ひとまず稿を閉じることにする。  

1）地域区分の再検討。   

2）輸送量分布係数モデルの時系列分析。   

3）因子分析モデルの精緻化と政策提言への活用。   

第1の点については，とくに「統計的な地域区分」や「政策的な地域区分」  

とほ異なる「理論的な地域区分」を計量的に把握することが，是非とも必要で  

あろう。   

第2の点としてほ，輸送量分布係数の時間的安定度を知るうえで，比較静学   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報17  －∂♂2・－・  J977  

的な分析を試みる必要がある。また，この輸送量分布係数を経済距離の明示的  

な関数として分解・規定することも，政策効果を判定するうえで，必要な研究  

課題であるものと思われる。   

最後に，第3点として残されている課題は，われわれの因子分析モデルをさ  

らに精緻化し，その分析結果を現実の政策に反映させていくことである。たと  

えば，因子軸の回転によって，抽出された因子を理論的に解釈し，その結果導  

出される因子負荷畳および因子得点を用いて地域区分や産業分額を行なった  

り，Jあるいはまた，点技法と平行してQ技法を駆使することに．より総合指標  

の作成を試みることなどを，指摘することができる。  

Ⅴ  

本章でほ，輸送量分布係数モデルの各種評価基準を，順次，説明し，またそ  

のプログラムを示すことにする69〉。評価基準としてわれわれが用いたものは，  

決定係数，不一・致係数，情報不確実度，およびカイ2乗統計量の4指療であり，  

以下，その各々について説明を加えることにする。   

〔決定係数〕   

決定係数（Coefficientof Determination）とほ．，つぎの式で示される億  

のことである。  

托㍑．、†l花       ∑∑（g£グーズ）2  ∑∑（ズり一方り）2  
電ロ1ノ＝1  R2  

（27）   

畠 
1 

ただし，   

晶′（宜＝1，2，…，彿；ブ＝1，2，…，雅）は実績値を，ズ電ブ（宜＝1，2，・‥，循；J■＝1，   

2，…，ル）はその理論値を，それぞれ表わすものとし，また度は冥府借方り  

托Jl  の平均値（∑∑晶ノ／れ2）を，ル2は．そのサンプル数を，表わすものとする。 i三1′El   
いま，なんらかの方法によって，実績値一芯′（宜＝1，2，…，耽；J■＝1，2，…，耽）に  

対する理論値gり（宜＝1，2，・・・，れ；J’＝1，2，…1・，≠）を推定したものと想定しよう。  

〉l†l このとき，その推定された理論値と実蔚億との帝離を∑∑（方り一方り）2とい                                              i＝1J声＝1  
69）本草は，越智孝の草稿をもとに，筆者が加筆・訂正を行なったものである。   
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う測度でとらえることにすれは，この値ほ，  

ア乙花花押7も†i′、＿     ∑∑（晶メーズり）2＝∑∑（ズ£メーズ）2・－∑∑（方‘グーズ）2 （28）  
豆＝1ブ＝1 モ己1メェ1 名立17＝1  

と分解することができる。このように．書き換えれば，上式右辺の第1項，すな  

Jlれ わち，∑∑（∬宜メーズ）2は，実績値晶メの分散の程度（つまり，全変動を示す  
電＝1ブ＝1  

7も†も．■、＿ 値）であり，またその第2項，すなわち 
． 

程度（変動）を示す値であることが判明する。したがって，推定された理論値  

（ズ電ブ）が実蔚億（ズそブ）を十分に説明しているほど，（28）式の値ほゼロに近づ  

くものと考えられる。すなわち，（28）式左辺の理論値と実辟値との近似度を  

示す値は，上記の2種の変動の差であるとみなすことができる。しかも，この  

値は，全変動のうち理論値（ズ乞7）によって説明され得なかった部分に等しい  

Il托 ものと考えられる。したがって，この部分を全変動，すなわち∑∑（ズ電グーズ）2                                                   £ 
＝1メ＝1  

で険した値  

托沌沌沌．【．＿     ∑∑（Ⅹ名タ一方乞タ）2  ∑∑（ズり－ズ）2  
乞＝1ノ＝1  名望1メ＝1  

（29）  
一 

貴（gり一度）2  
富  

（晶メーズ）2  

ほ，全変動のうち，理論値によって説明され得なかった部分の相対的大きさ  

（構成比率）である，と述べることができる。これに対して，（29）式をつぎの  

ように変形して得られる値  

Il花．＿＿．花花    ∑∑（ズり一方）2  ∑∑＿（晶タ■－Ⅹり）2  
七三1ブ＝1  

（30）  

71？l‾■托氾 ∑∑（ズり一方）2  ∑∑．（ズ乞∫一方）2  i三ュ 
戸1 £ニ】㌧プ＝1  

は，全変動のうち，理論値の変動によって説明され得る部分の相対的大きさ  

（構成比率）であると述べることができる。したがって，この（30）式で示さ  

れる値が，決定係数とよばれるものである。ところで，この決定係数は，理論  

値（ズ”）とその実績値（giブ）との相関係数を2乗したものに等しいことが，容  

易に確かめられる。したがって，決定係数は，また相関係数を2乗することに  

よってもとめることも可能である。   

〔不一・致係数〕   

つぎに，不一・致係数（InequalityCoefficient）は，次式によって定義され   
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る値のことである。  

妄真義（ズり一方り）2  
（31）   こJ  

宗舶度り2＋、協を裏方卓・ブ2  
ただし，   

晶ブ（宜＝1，2，・…，彿；ブ＝1，2，…，彿）は，実蔚値を表わすものとし，また，   

ズり（宜＝1，2，…，彿；J＝1，2，…，彿）ほ，それに対応する推定値を表わすもの  

とする。   

この推定値の精度を分析するために用いられる測度の1つに，上記の相関係  

数がある。すなわち，予想の系列と現実の結果の系列との間の相関係数が，こ  

れである。しかし，この測度には，つぎのような欠点がある。すなわち，完全  

な（正の）相関が完全な予測を意味するわけではなく，ただ単に個々の予想と  

その実現値との間に正の勾配を持つ1次の関係式が厳密に成立することを意味  

しているのにすぎないのである。極論すれば，たとえ相関係数の値が1だとし  

ても，予測値とその実現値とほ必ずしも－・致しないのである。したがって，完  

全な予測であるために．ほ，相関が1であるという条件に加えて，上述した1次  

式が原点を通り，しかもその勾配が1であることが必要である。この点を考慮  

すれほ，相関係数に代わり得る新たな測度として，（31）式の与える不一・致係  

数が，より好ましいといえるのである。   

なお，不一・致係数打の値は，つねに．ゼロと1との間に限られ，その値がゼ  

ロに．近二いぼど予測精度ほ高いものと判定されるのである。   

〔情報不確実度〕   

情報不確実度（InformationInaeeuraey）とは，次式によって定義される  

値をいう。  

∫（（ズり／g‥．）t（gf′／ズ‥））  
（ズり／g‥）  1 （敷）log2   皇董  

卓コ1．タ亡  
（32）  

（ズ£ノ／g…）   

ただし，   

芯ノ（せ＝1，2，…，ル；J■＝1，2，…，れ）は実現値を，ズり（宜＝1，2，…，彿；ゴー＝1，2，   

…，彿）はその予測値を表わすものとし，またg…とえ‥は，実現値と予   
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測値の総和を，それぞれ表わすものとする。   

いま，その各々の相対此率をとることにし，ガ£ブ＝ズり／∬‥および私グ＝ズり  

／ズ‥の記号を用いることにすれば，（32）式は，つぎのように薫き改められ  

る。  
れ†l  

∫（恥葎㍍）＝∑∑謀りlog2掌  ∬り   
（33）  

そこで，つぎに，この相対比率（〆り）の予測値に対する評価基準を，情報理論  

にもとづいて検討してみよう。そのた捌こ，まず，予測値（毎）を「事前確  

率」とみなし，また，その実現値（∬乞ブ）を「‾事彼確率」とみ．なすことにしよ  

う。なぜなら，実現値（∬り）の情報は，予測値（私′）の情報よりも遅れてもた  

らされるものだからである。そこで，われわれは，予測値の評価基準として，  

ある予測値（私′）が与えられた場合に，その実現値（〆り）がもたらす情報量が  

少ないほど，その予測値（あメ）ほ正確であると判断することにしよう。換言す  

れば，実現値（∬り）が多くの情報をもたらせばもたらすほど，その予測値（私ブ）  

ほ不確実な要素をもっていたと考えられる。そして，こ．の事前確率（私グ）を所  

与として，事後確率（彩り）がもたらす情報量は，情報理論により（33）式とし  

て明確にもとめられるのである。すなわち，この定義式の与える情報量ほ，実  

現値（ガ£メ）に関する予測値（盃iプ）の「情報不確実度」とよばれる測度を与える  

ものである70）。   

この測度を用いれば，実現値（ガり）に関する各予測値の精度を，計量的に評  

価することが可能となる。たとえば，実現値（ぉり）が明らかにされた磨那皆で，  

この∬f．メについての予測値（禿り）を（33）式に代入すれば，その予測値の情報不  

確実度がもとめられる。そして，その値が小さいぼど，予測値と実現値との帝  

離が小さいことを意味するから，予測値の精度は，逆に高くなるものと判定さ  

れる。   

〔カイ2乗統計量〕   

最後に，カイ2乗統計量（Chi－SquareStatistic）とは，次式によってもと  

められるものである。  

70）なお，その測定単位は，（33）式右辺の対数の底を2としている結果，ビット（bits）  

で測られるものとなっている。   
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x2＝∑∑    も＝1ブ＝l  （34）   

ただし，   

晶ブ（宜＝1，2，…，彿；ブ＝1，2，…，彿）は実現値を，Ⅹ官タ（る＝1，2，…，％；ブ＝1，2，   

…，彿）はその期待値を，それぞれ表わすものとし，またズ．‥および妥．．  

は，ズりおよびⅩりの総和を，それぞれ表わすものとする。   

いま，母集団がた種煩の単位の集合より構成されているものとし，しかも  
克  

そのそれぞれの単位がp£（宜＝1，2，・1・・，た）（ただし，∑p宅＝1）で測られている  
£＝1  

ものと想定しよう。このとき，彿回の観察（または，大きさ％の確率標本）  

に．よってその各々の単位の観測度数が彿‘（宜＝1，2，…，ゐ）71）であったとすれば，  

彿が大きい値であるとき，次式に・よってもとめられる値  

与（％電一彿p£）2  
（35）  

苗  彿p£   

の標本分布ほ，自由度（た－1）のカイ2乗分布で近似されることが，すでに．証  

明されて－いる。なお，≠p£ほ，彿慮の期待値を意味するものである。－・般に，  

観測度数ムの期待値をβ電で表わすとき，次式によってもとめられる値   

x2＝羞退去建  （36）  

を，カイ2乗統計量という。したがって，こ．の式からも明らかなように，ズ2  

の値が大きいほど，実現値と期待値との帝離の程度が大きくなる，という性質  

がある。  

〔輸送量分布係数モデルのプログラム〕   

われわれの作成した輸送量分布係数モデルの計算プログラムを示せば，つぎ  

のようになる。   
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0川亡NS10N X（10110〉．R5（10●2）●⊂S（2◆10〉－Y（9）●YY（9），XX（10110）lYYYく9）－   
1XTく10●10〉  
RFADくう1170）ト†  

170 FORM八丁（Il）  
00 6 Nt■112（1   
1F（N●EQ●20？60 TO 7  
RFADくう1400）くくX（lり）トノ鑑1110）lI‘1110）  

400 FORMAT（4F2rト0）  
DO ユt暮111n  
S亡0．O  
DO Z J－1Iら   
2 SlIS◆X（IIJ）  
×くI15）ES   
l⊂ONTINUE  
DO 3Ⅰ■う110  
SdO．O  
DO ヰJ■11う   
q sts◆Xく．Jll）  
X（うlI）tS   
う ⊂ONTJNUE   
7 WW－0．O  
DO ZOl－M19  
W■0．O  
DO 30JdM19   

封）伸輔◆XくIIJ）  
RS（ト1〉■W   

201川■WW◆RSくl●1）  
RS（1011）■WW  
WW¶0●O  

DO ヰO J－M19  
W－0●O  
DO うOl義M19   

封）小川＋×くtト」）  

〔S（1l．」）一因   

ヰn WWヱWW◆⊂S（11J）  
⊂S（111（））－W叫  

D（つ らOl亨M110   
帥 RSくⅠ，2）＝X（l110〉一尺Sくl・1）  
DO 70」TM110   

7（）CS（2トJ〉■Xく10ト」）－⊂S（1り）  
WRITE（ら1201）  

201FOHMATく1Hl1．⊂oMMOL〉tTY GROUPll／）  
WRITEくる120ク〉 N  

202 FORH∧T（110）  
WRITE（81101）  

101FORMAT（lHO10Xllo傭● OR161NAL MATRIX ■●●ll／）  
DO 80l－M110   
80 WRIT亡くb1102）くXくtlJ）IJEM●10）  
102 FORM人T（1H110FlO●0）  
｝RITE（ふ110う〉  

103FORMAT（1HO！5X、15＝ROW SUM（GlVEN）●3X、lT＝ROW SUM（DERtVED）．10X．10HDl  
lFFFREN⊂El／）  
DO 90l】M110   

90 h・Rけどくる．104〉 Xくト1（〉）●HS（ト1），RS（Ⅰ－ク）  

104 FORMAT（うF2（）．0）  
WRITE（も110う〉  

10うFORMATくIHO．2X．18H⊂0しUMN SUH（GIVE・N）．20日⊂OLUMN SUM（DIRlvED）●10X．10   
1Hr）lFF〔R【N⊂Fl／）  
D（）200J■M●10  

200 WRITEくも110ヰ）Xく10り）・⊂S（1り〉・⊂Sく2●」）   
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⊂   ♯… RIRON－⊂11l傭♯廿  
RFC≡＝1．0／X（10110〉  
DO？10l－rl19  
〇q 220」tM－9   

22（〕XXくト」）℡RE（■静X（王、10）≠X（1（hJ）   
21（）⊂ONT＝」U∈  
WWヱ0．O  
DO 42lEMヽ9  
｝亡0．O  

DO 斗3 J冒M■9  
43 W＝W◆XX（】lJ）  
×X（ト10）亡W  

421肌巾叫付い丹  
×X（10●10〉twW  
DO／lうⅠコMI9  
W＝0．O  
D0 46．J】；M19  

46 W8W◆×X（JIl）  

XX（1r）II）bⅥ  
斗5 CONTINUE  
⊂亡X（10IlO）  
D＝XX（10110）  
E＝D／C  
WRITEくら110‘〉）  

10も FO剛1AT（1Hl110xl●軸■ RIRON－⊂HI…書l、／〉  
DO 230ⅠコM19   

2301VRけE（も110ク）（XXく】ト」）り＝MIくけ  
D015】虞M，9  
Y（T）こX（トⅠ〉／X（10Iln）  
YY（1）一×（I110）／X（1（〕110）   

1う YYY（王）11●0■・XくI11）／XくIIlO〉  
WRITEく6118∩〉  

180 FORMAT（lHO．10xll…★ RELATIVE SHARE OF  
l、／●1うX－1】NTRA－REGIoNAし ⊂ONSUMPTIONり  
WRIT〔（61181）   

：（X（IIl〉／X‥）●●●I  

181FOrモHAT（lHO、9X．1SONOTA．15X．．KINKl．．3Xll⊂H〕GOKU．．3xllSHJKOKU11LtX  
llKYしJSYUl）  
WR一丁E（も、うう∩〉（Y（Ⅰ）．1土M．9）  
WRlTE（6118う〉  

18う FOFIMAT（1HO．10X．．サ仙骨 RELATlvE SHARF OFトほG10NAL PRODU⊂TS ＋…．）  
WRITE（ム118】〉  
＼川ITEはlうう∩）（YY（Ⅰ）II＝H19）  
WRITE（6118ム〉  

186 F（つRト1AT（1HO●10X．．＊骨■ RATIO OF RFGIoNALSHIPMF’NTS ＋…I）  
付RIT〔（6I181）  
WRITE（6－55（〕）（YYYく†）Il＝王M19）  

ううn FOrモ叫AT（1ト1．うX－9FlO．3）  
AFX（10110）／2う．  
S＝0．O  

Z之句0．O  

MN－O  
SSt－0．O  
SSS＝0●n  
Rヰ0●0  
ヱぢ0．O  

DOlらⅠ■M19  
DO17Jp・M19  
8ロR＋くXくト」）一人）◆くXくい」）－Å）  

SヒS◆XくIIJ〉oXくIIJ〉  
SS■SS◆XXくⅠ●J）oXX（lト」〉   
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SSS＝SSS◆（XX（lト」）－X（Ⅰり）〉★くXXくIIJ〉一×（Il，」））  
FtXX（IIJ）／n－X（l●．」）／⊂  
Z7－■Z之十F■F／（XX（トJ）／D）  
IF（X（11J）．LE．0．0）GO TO18  
GO TO 19 

18）＝IIJ）モ0．0（）001  
MN繹MN＋1  

19 ⊂ONTINしJE  
AβC；；ALOG（（×（Ⅰ．」）サD）／（（廿XX（ll」））〉／ÅしOG（2●0）  
Z上之◆（X（IIJ）／⊂）●AB⊂  

17 CONTINUE  
lら ⊂ONTINUE  
Rけ（β－SSS）／R  
UれS6）RT（SSS）／（S（qRT（S）＋S（ORT（SS））  

WRI7一己（も130（1〉 R  
30O FORMAT（1HO．10xll＋＋o DETERMINANT ⊂OFF：R†川2 静傭●l，／／．10X．．R0022Z．IF10・  

1Jり  

WRIT亡くもlう10）∪  
31O FORト1ATく1HO．10Xll輌■INEQUALITY ⊂OFF：u ＋傭♯●一／／I13XllU≡＝●lF10．Ll）  
椚＝TE（るlユ2（））ZIMN  

う2ム FORトIAT（1HO．10x、■■…lNFORMATIONINA⊂⊂りRA⊂Y∵【●日用l●／ハ13X－●l∃■，FlO●  
14110Xり2）  
WRlTE（blうう0）Z乙  

）30 FORMAT（1日O．10Xll…＋ CHl－S（］UARE：C 傭…■l／／．13X．一⊂もIIFlO・q）  
DO 240IEM．9  
D（つ 250JニM19  

25n XX（ト」）tX（ll」）′XX（い」）  
2Jln ⊂ONTINUE  
WRITE（ら●107）  

107 FOF（MAT（ユHO．10xll＋＊■ RATIO－TEST ♯龍傭Il′）  
DO 2ら01，M19  

2るO WRJT亡くるIlO紹）（XXく！トノ）I」fM19）  
108 FORMAT（1日19FlO．3）  
DO 257l■M19  
DO 2う8J■M19  
IF（XX（IIJ）．E（む．0．0）XX（IIJ）＝0．00001  

25烏 XX（lト」）下AしnGくXXくII，」））／ALOGく2．0）  
257 ⊂ONTfNU∈  
WRITE（ら12も7）  

267FORMAT（1．HO．10XIl傭♯傭MUTUALINFORMAT10N…廿l●／）  
DO 280ItM●9  

280 WR‖■〔（る110fl〉（XXくIIJ）1JヒM19〉  
DO 21ⅠコMllO  
DO 21」嘉H110   

21XT（Ⅰ●」）た×T（ト．」）◆X（いJ〉  

IF（N．NE．19）GO TO も  
DO 22lqM110  
DO 22．J■M●10   

22 X（1．J〉－XTくい」）   
も ⊂ONTINIIE  
STOP  
EN「〉   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



香川大学経済学部 研究年報17  ー♂40・－  ヱβ77  

ⅤⅠ  

本草では，因子分析モデルの各種推定法のうち，主因子解法による因子負荷  

畳の推定の理論とその計算手順および因子得点の推定とその計算プログラムに．  

ついて述べることにする72）。   

〔主因子解法による推定〕   

いま，行列Cをつぎのように定めれば，  

C＝Aダ′  （37）  

主因子解法とほ，この行列Cの要素の任意の線形式w′Cと観測変畳gとの相  

関ベクトルの内債を最大にするように意図したものである。ここで，Wほ，行  

列Cにかかる係数ベクトルを表わすものとする。したがって，主因子解法に  

よって因子負荷畳を推定する方法は，この抑′Cによってもっとも多く説明で  

きるように，因子負荷量行列Aを推定することである，ということができる。   

いま，観測変畳gと上記の行列び′Cとの共分散ベクレレおよびw′Cの分散  

ベクトルをもとめれば，それぞれつぎのように表わされる78〉。  

Coγ（g，W′C）＝（R－♪2）叩  （38）  

Ⅴ（w′C）＝ぴ′（R－β2）w  （39）  

したがって，観測変最の行列gの各要素とび′Cとの相関係数ベクトルほ，  

伽（g，ぴ′C）＿（尺－が）w  
（40）  

J  F（w′C） Jぴ′（β－β   

として，表わされる。このとき，行列gのすべての要素に関する全変動のうち，  

W′Cによって説明される比率（すなわち，ぴ′Cの寄与率）ほ，つぎのように  

なる。  

w′（R－が）（β－♪2）ぴ  
（41）  

なお，ここでいう寄与とほ，第γ因子の変畳βの分散のうちに占める比率－  

すなわち，第γ因子の変畳βにおける寄与αβr2－をすべての変畳β＝1，2，・…，  

72）本章は，蔦泰彰の草稿をもとに，筆者が加筆・訂正を行なったものである。  

73）いま，残差分散を対角要素とする対角行列をか2，共通度を対角要素とする対角行   

列をガ2で表わすことにすれば，刀2＋ガ2＝∫の関係式がつねに成立する。   
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pについて加え．た，第γ因子の寄与とよばれるものである。したがって，主因  

子解法では，因子γの寄与を最大にする係数ベクトルWをもとめることが，  

そのおもな仕事となる。   

また，この解法ほ，通常のラグランジュ形式を構成して，これを推定すべき  

パラメタ・－で偏微分すること．になる。いま，ラグランジュ乗数をスとし，この  

形式を  

釘＝叩′（R－♪2）（ぷ－が）ぴ－ス郷′（虎－が）棚  

として表わせば，∂¢／∂ぴ＝0とおくことによって  

【（斤－β2）－ス月（R－が）仰＝0  

となる。   

ここで，さらに紗キ0を仮定すれば，これほ結嵐 行列（R－が）の固有借  

問題を解くことになり，その固有方程式は，つぎのように．書き表わされる。   

0 

）  

（44）  

このとき，さきの行列gとw′Cとの共分散ベクトル，すなわち（38）式ほ，こ  

の（44）式により  

Cov（孝，び′C）＝ス11β  

＝（月－♪2）び  （45）  

と書くことができる。また，行列gとび′Cとの相関係数ベクトルは，（40）式  

により  

（46）  

ス11β  

と蕃き表わされる。ただし，ここでのス1ほ，第1共通因子の固有値を与える  

ものである。また，第2共通因子以降についてほ，第1共通因子の場合と同様  

に，互■いに独立に．なるように構成し，しかも逐次的に前段階までの残差変動を  

もっとも大きく減少させるように定めていくことにする。したがって，固有億  

の数ほ，行列（β－β2）のランクの数（これをすとする）だけ得られることに  

なり，その結果，全体で甘個の共通因子が抽出可能となる。なお，このとき  

の計算手順は，q個の固有億とそれに属する固有ベクトルを逐次もとめていく  

ことになる。   
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いま，q個の固有値を対角要素とする対角行列をdとし，′また，それに属す  

るq個の固有ベクトルを列とするp行q列の行列をrとするとき，つぎの関  

係式  
AA／r＝rA  

I  

A＝J「ノ4官  〉  
（47）  

が成立することになり，そ・の結果，因子負荷畳行列Aを定めることができる  

わけである。   

〔実際の計算手順〕   

つぎに，主因子解法にもとづく実際の計算手順を述べれば，つぎのようにな  

る。  

1）まず最初に，以下に示すγ£／を要素とする相関係数行列βをもとめる。  

托 ∑（Ⅹα乞一方£）（先ノーズタ）  
αコ1  

（48）  γ官グ＝  

、主1・－・・－すこ：言・∴一∫‾－‥               ．＿     花                   α＝1   
ただし，   

（gαβ）ほ，実績値を表わすものとする。  

2）つぎに，  

風2＝ト（diagR－1）－1   （49）   

により，共通度の初期値の推定を行なう。  

3）さらに 

潤一β2）1＝R－∫＋風2  （50）   

により，対角要素を共通度とし，非対角要素を相関係数とする行列（月－   

が）1をもとめる。  

4）これより，固有借問題を解く。すなわち，行列（R－が）の固有値を対  

＜＜  角要素とする対角行列dと，その固有ベクトルを各列とする行列rを，  

＜  ヤコビ法でもとめる。ただし，行列dの固有値ほ，大きさの順に並び換   

えることとし，また負の固有値ほ，その対象からほずすものとする。  

5）つぎに，  

岬－β2）＝jl丘1′＝♪ガ′   

により，新しい行列（月－が）を構成する。  

（51）   
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6）さらに，  

盈22＝diag（九び′）   

により，新しい共通度を推定する。  

7）これらを用いて，  

A2A2′＝（R－が）2  

＝属－∫＋∬22  

・－・∂4∂－  

（52）  

（53）   

に．より，新しい行列（毘－か2）2をもとめる。  

8）さきの4）と同じようにして，j，♪を新しい行列博一が）2より計算  

し，ある基準をみたさなければ，さきの5）に戻って1以上の手順を繰り  

返す。   

このようにして，毎回臆2の推定量を変えることにより，新しい行列潤一か2）  

を構成し，その行列に関する固有値とそれに属する固有ベクトルをもとめるわ  

＜∧ けである。そして，この計算手順を打ち切るのは，d，rが反復計算に・よって  

も大きな変化を示さず，十分な必要精度以内に収束したときに．行なうのであ  

る。したがって，もとめるべき因子負荷畳行列Aほ，そのときの固有償およ  

びそれに属する固有ベクトルを用いて，次式によって推定される。  

＜ ∧1 A＝rd官  
（54）   

なお，因子得点の推定法にも，囁々な計算方法が考案されているが，われわ  

れほ，基準化したデータ行列gを用いて，次式によってこれを推定した。  

ダ＝名月‾1A  （55）   

〔因子分析モデルのプログラム〕   

最後に，われわれの作成した因子分析モデルの計算プログラムを示せば，つ  

ぎのようになる74）。  

74）なお，この計算プログラムを作成する際，浅野長一・郎，『因子分析法通論』，共立   

出版，1971年，が大いに役立ったことを付記しておく。   
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DIMENSION DAYA（う0．10）●Rく10、10）●RIvく10、10）・VIRDく10・10〉・d（1U・10）・∨（1   
10．10〉．RlVDく10、10）●Hく10●10）－VQV（10－10）・HOく10）・8（10）・⊂く10）・E（10）・F－1＝   
110●10）、X（うい1（1）－Y（クq・7う）  
READ（う●100）N●NMIM●MAX，Ⅰ⊂  

100 FOトミMAT（う13）  

RE／、Dくうー102）⊂V  
lO2 FORMAT（∋FlO．う）  
00101亨1I22  
RE∧D（う、110）くくXくKIJ）lJゴ1110）lKiい10）  

110 FORMAT（ヰF20・0）  
DOIJ事1110  
Sヒ0．O  
DO 2 K‡11N   

2 S亡S◆X（．」－K）  

X（．JIN）瞥S   

l⊂ONT＝1UE  
〇0 3J＃N110  
S亡0．O  
DO 4 K暮1、N   
4 S■【S◆XくKl」）  
X（N－」）▲S   

∋ ⊂ONTINUE  
DO 20」＝■N19  
D0 30 KコN19  
11t■（」－N）傭（10－N）曹3◆くK－N）●う◆1  
12■り1◆1  
Ⅰ3－11十2  
Yくl●11）竃XりIK）  
Y（Ⅰ、12）dXく」110）   

ユO Y‖－Ⅰう）雪Xく1（）、K）   

20（ONTINU〔   

10（ONTIHUE  
NN工（10－N〉廿（10－N〉  
DO 25Ⅰ鶴41NNlう  
WRITEくら1222）Ⅰ  

222 FOfくMATく1Hl、／／／／ハらX●－－… DATAl＝川－うX●12－／／）  
11工‖仙1）○う＋1  
Ⅰ2d11◆1  
Ⅰう【Il◆2  

DO 2ら．」つ11I19  
DAYAく．」●1）亡Y（」lIl）  
DAYAく」12）－YくJl12）  
DAYA（」一っ）さY（．Jl13〉   

2も ⊂ONTINUE  
⊂Aしし PFA（DAYAINM・M■MAXll⊂、⊂∨）   

2う ⊂ONT＝リリE  
DO 3うⅠ－1ら－20  
WRITE（61222）l  
Il■（1－1〉●3十1  
エ28Il十1  
ⅠうーIl◆2  

D0 3b」一1119  
DAYA（J11）乙Y（Jl11〉  
DAYA（J12）＝Yく．JlI2）  
DAYA（J、3）＝Y（JlIう）   

3る（ONTINUE  
⊂ÅLし PFAくDAYAINMIH、MAX●l⊂l⊂∨〉   

うう ⊂ONT川UE  
STOP  
【ND   
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SU8ROUTINE PFÅくDATA●N，M●MAX●1⊂．⊂∨）  
○●サPRIN⊂】PAL FA⊂ToR ANAしYSIS静傭■  

－・∂45－  

U
U
U
リ
リ
U
U
C
 
U
 
U
U
U
ぐ
∪
 
 

N・・－一NO．OF SAMPしES  
M－一－NO．OF VARTAβしES  
l⊂－－－MAX・Nく）● FORITERATION ⊂YぐLES  
⊂∨－－－〔ONVERGE ⊂RITERION  
MAX．－－MAX・NO● FOト†E！GFN VALUE AND EIGEN vE仁TOR  
DATA－－－DATA MATRIx  
♯SUβROUTINE  

REL．ATINV DIAG  
【∨∨・ノA⊂（〔IGFN〉 NARARI  

D＝祀NSION nATA（50・10）用（10●10〉・RIv（10●10）・∨川D（10●10）◆Q（10－10）．∨く1   
10・10）lRlVD（10●10〉川く1い10）●VQVく10、10）．HOく10）．Bく10）．⊂（10）．Eく10）．FRく   
110110）ヽX（うゎ110）  
DO lI■1tN  
IwRIT亡く612う0〉ⅠパDATA（l●J〉㌧匝1．M）  
WRIT〔くる1301）  
CALL RELAT（NIMlr）ATAIR）  
DO 2 才一1tM   
2 wRITE（6－200）くR（lり）り£1．M）  
DO 3l書11M  
DO 3．ノ汁11M   
3 RIVりり）－k（Ⅰり）   
〔ÅししINV（RIV川）  
⊂ALし DIAG（M－M●RIV－RIVD）  
DO 4】宣11M  
DO 4、ル1、M   
4 V川口（ⅠトJ）亡RIVDく1り）  
ぐALしINV（∨IRDIM）  
DO 5Ill1M  
HOく】）亡0．  

DO らJ≒1－M   
ら H（IIJ〉＝0－  
H（Ⅰ、I）＝1．0－∨IRD（Ⅰ，Ⅰ）  
R（王、l）－R（ll】）－1．0◆HくⅠ●1〉   
5 ⊂ONTJNU∈  
KK上0  
1も DO 7ItllM  
nO 20．」■1Iト‡  

2∩ ◎く】－」）IR（l、J）   

7 ⊂ONTINUF  
KK－KK◆1  
⊂AしLEVVJA⊂く心●VIM－MAX）  
⊂AJL N∧RAB！（QlVIM〉  
K⊂■O  

DO 9l事1●M   
IF（QくⅠり））9IlO，10  

10 く⊂－r〔＋1   
9 ⊂0ト】T！NUE  
DO llI‡11M  
DO ll．ノーl－M  

V◎∨（Ⅰり）工0．O  
DO ll K－11K⊂  
DO ユ1し－11K⊂  

11VQV（lり〉ユVQ＼′（Ⅰトノ）◆∨（llK）OQ（K●し）廿∨く．ハし）   
lF（KK－1⊂）12I12IlT   
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12 D0131日11M  
AApABS（HOくⅠ）－Q（l●l〉）  
IF（AA－⊂∨）1うI13－1ヰ  

1う ⊂ONTINUE  
GO TO 17 

1ヰ DOlうⅠ－1●M  
HO（l）ユQ（Ⅰり）  

1う R（Ⅰ●l）ヨVQV（ト‖）  
GO TO lb  
17 ⊂ONTINUE  

WRITEくも1う02〉 KK  
WR17F（る130う）  
WRITE〈る．2う0）くVQV（トl〉、Ⅰコ1tM）  
WRIT亡くらlうOJl）  
DO 26Ⅰゴ1、M  
wRITEく6、21（）〉 トQ（Ⅰ、T）●く∨（J●Ⅰ）●．」コ・1，M）   

2も ⊂ONT王NU∈  
WRlTE（ら130う）  
DO18【－11M  
D019」芋11K⊂  
FRく】トノ）ヨ0．n  

DO19 K－11K⊂  
19 FRくト」）己FR（Ⅰり）◆∨（いK）■SQRT（Q（K・・J））  
181再＝TE（b．2qO）Ⅰ，くFR（lり）、J⊆1、K⊂）  
101FORMAT（10F（ゝ－0）  
200 FORMATく1H110X、10FlO■う）  
210 FOFくMAT（1H ●10Xl15●うX●1FlO●うー5X、10Fユ0．う）  
220 FORMAT（1H110FlO■う）  
2二〉n FORMAT（1H，20X110FlO・う）  
240 FORMAT（11XlI515XI5FlO．5〉  
250 FORト1AT（1H、10X．1Ⅰ3、3XIうF15．0〉  
2もn FORMATく11X●15●3XlうFlう．う〉  
300 FORrJAT（1Hl．／／／．17x．●…P．F．A．廿鎗一l／／．17X．●tNPUT DATA．・／）  
301FORr＾ATくIHl．／／．1OXI？4H⊂ORRELATIoN HATRIX 廿サ（R〉／）  
302 FORMAT（／／／、7X．1■♯曽 ⊂Y⊂しF NO ロー●Ⅰ3）  
303 FORMAT（ハ19X、l⊂OMHUNARITほS（H）1－／）  
304 FORMAT（／．19X．．EIGFN VALUE AND THF’EIGEN VE⊂TORIl／〉  
う0う FORMAT（／／ノ18Xll廿廿♯♯傭FA⊂TORJOADINGS…泄01り／）  
306 FORMAT（lHO．／／／．11X．．叫廿FACTOR S⊂ORF…＋．．／／）  
D0 21．」ヨ≡11M  
DO 22Ⅰニ11N  
S＝0．O  
SSt≡0．O  

DO 2う K＝1、N  
S＝S◆DATA（KヽJ）   

23 SS己SS十DATA（Kり）oDATA（K．」）  
♪VE≡S／Fし0ÅTくN）   

22 X（ZIJ）＝くDATA（IIJ）－AVE）／SQRT（SS－N■AVE鼻AVE〉   
21CONTINlJE  
UF2＝1．C  

⊂Aしし MATMAしくUF21NIHIMIXIR】∨●DATAtう0、10－う0）  
⊂ALL MATMAしくUF21NIHIK⊂●D＾TAIFRIHlう0．10110）  
WRITE（らlう0‘〉）  
DO 2うl書11N   

2う WRITE（も●2も0〉l、くHくlト」），」－1．K⊂）  
RETURN  
END  
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地域間交易畳の計畳分析  

断H首 卜几」TIPし1⊂ATION OFト拍TトくⅠぐES 菅1ト鎗  

－－－β47－   

SUBROUTINE MATMAL（UFO－し●M●N．A．Bl⊂lLL、Mrvl．NN）  
DTMENSION A（Lし．110），B（MM110）、⊂（NN●10）  
1F（しIFO）∋う，22－11   
11D01Ⅰ亡1、L  
D01J鷺11N  
⊂（lヽ」）虞0－  

DO I KlllM  
l⊂（Ⅰ、J）こ⊂（l．」）十AくⅠ●K〉♯B（Kト」）  
GO TO ヰ  
22 DO 2Ⅰ－1tL 
DO 2Jllt」  
⊂（IIJ）FO●  
D0 2 K暮11M  

2 ⊂（Ⅰ●J）暮〔くⅠ●J）◆A（IIK〉傭βく，ノーK）  

60 TO 4   
33 D（つ 3l耳11M  
DO う」買いM  
⊂くⅠトJ〉‡0●  

DO 3 Kぎ11L 
3（（IIJ）■〔（Ⅰト」）■AくKり）♯8くKト」〉  
4 RETURN  
END  

⊂   …うー ぐORRF■しAT王ONト′∧Tトく！x く、梱  

⊂  
SURRO〕TINE R〔LAT（N、MtxIR）  
DIMENS王ON XくうC、10）．E（1n）●R（10●10〉  
D01J－11M  
SSEO．  
DO 2l＝1tN  
2 SSコSS◆X（Il一」）  
E（，」）ちSS／F」（つAT（N）  

1⊂ONT＝」UE  
DO）l＝⊂11M  
DO）」－1IM  
SGRご0．  
SG■0．  

SR－0●  

D0 4 K－11N  
SGR芋SGR◆くX（Kり）－E（T））傭（X（KトJ〉－F（」））  
SG血SG＋（XくK●l〉－〔（り）曹傭2  
SR■SR十（×（KIJ〉－Eく」））○傭2  

4 ⊂ONTINUE  
R（IIJ）tS（SR／S（9RT（SG●SR）  
3 ⊂ONTINUE  
RFTURN  
END   

⊂    ○≠サl卜JVEトミSF OF MATRIX 鴨場鎗  
〔  
SUβROUTINEINV（AIN）  
D】MEト」S10N A（10110〉●β（10）I⊂（10）  
DO 41う11N  
DO IJ雷11N  
B（」）望Aく」、l）  

1A（」、Ⅰ）句0●  
A（l．1）■1－  

DO 2J＝コ11N  
2 ⊂（一」）⊥Aくい」）／8（l）  

DO 3、ル1IN  
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DO う K－11N  
う Aく．」．K）tAく」●り－⊂くK）－8く・J〉  

DO ヰ」－11N  
4 AくIIJ）暮⊂く」）  
RETURN  
END  

⊂   …傭 D王AGO卜一人L MAIRIx O傭■  
⊂  
SU【うRCUTINE DIAG（NIM●AIAD）  
DIMENSION A（10110）lADく10110）  
DOlIlllN  
DO 2Jゴ11M  
2 Ar）（ll」）10●  
Ar）（l－1）ユA（トl）  
1⊂ONTINUE  
RFTURN  
EN【）  

c  ヰト○傭E．IGEhVÅ」UE AND FIGENVE⊂TO！モーーー（BYJACCaIMETHOD）隷傭○  
⊂  

SURROUTINE EVV．J∧⊂くA・∨・N・MAX〉  
DIMENSION A（10－10）●∨（10●10）  
lNTEGER PI（9  
POlOIEIIN  
DO 20Jコ・11N  

2（1V（Il」〉‡0●0  
V（III）モ1．0  
10 ⊂ONTINUE  
NN＝N－1  
DO15l＝11N卜」  
ll＃l十1  
DOl（〉」義Il－N  
IF（AくIIJ）●NE●Aく」り））GO TO 80  
1b ⊂ONTINUE  
lう CONTINUE  
DO 99 KAISllU811MAX  
Nl■N－1  
Pコ■1  

◎ヒ2  

DO 30l壬11Nl  
lP（i＝l◆1  

DO 40」よIP（いN  
IF（AβS（A（Ⅰ●J））．LE．ABSくA（P、Q）））60 TO 40  
P＝I  
QE」  

40（－oNTいJUE  
う∩ ⊂ONT【NUE  
IF（ARS（A（P、Q））．LT．l●OE－う）GO TO 90  
B⊂A（P，P）－A（①l①）  
D＝フ♯AくPIQ〉  
Z三S①RT（R傭b◆D僻n）  
IF（R．し丁．0．∩）G（〕To うO  
T巳n／（β◆Z）  

GO TO う1  
うO Tt■n／（6－Z）  
う1（El．／S（DRT（1．◆ToT）  

S王＝⊂●T  

DO るO J；11N  
AP．」亡A（P●J〉  

ÅQ」＝A（QヽJ）  
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A（P－」）fAPJ♯⊂＋AQ」傭S  
A（¢lJ）声－AP．」廿S◆AQJ鎗⊂  

ら0 ⊂ONTINUE  
DO 70Ⅰ－11N  
A！P＝A（Ⅰ●P〉  

AIQ亡AくIIQ〉  
A（l●P）もAIP傭⊂＋AIQ曾S  
A（l●Q）℡－AIP廿S◆Al①廿ぐ  
∨IP≡∨（llP）  
∨！①＝∨（l●Q）  

∨（llP）ユVIP曾⊂十∨IQ傭S  
V（Ⅰ●Q〉▼－VIP鎗S■VJQ■（ 

7（）⊂ONTINUE   

99〔ONT＝1UE  
GO TO 9〔）   

80 WRITE（ら、10r）〉  
100 FORト1AT（1H．5X133HIHE GlVE’Nト相TRIXIS NOT SYト1METRIC）   
90 RFl■URN  
FNr）  

…サ REARRANGEMENT ★榊  

SUbROUT＝1E NARABI（RIA・M〉  
DIHENSION R（10110）lAく10110）  
Hト1■M－1  

DO llI】11MM  
K言Ⅰ十1  

DO12．J■KIM  
IFくR（III）．GT－R（．」l」）〉 GO TO12  
WnRK亡R（」ト」）  
R（．」l．」）芦R（IlI）  

R（Ⅰ●Ⅰ）ロWORK  
DO lう】＝ヨ11M  
WORKlゴÅくIl－」〉  
A（lい」）tAくlIIl〉  
A（I！●Ⅰ）RWORKl  

lう ⊂ONTINUE  
12 ⊂ONTINUE  
ll⊂ONT】NUE  
RFTURN  
ENl）  

・－－∂4β－ 
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